


 

 

 

 

 

 

1. 本社債は、1933 年合衆国証券法（その後の改正を含み、以下「合衆国証券法」といいま

す。）に基づき登録されておらず、今後登録される予定もありません。合衆国証券法の登

録義務を免除された一定の取引による場合を除き、合衆国内において、又は米国人に対

し、米国人の計算で、若しくは米国人のために、本社債の募集、売出し又は販売を行って

はなりません。本段落において使用された用語は、合衆国証券法に基づくレギュレーショ

ン S により定義された意味を有しております。 

 

The Notes have not been and will not be registered under the United States Securities 

Act of 1933, as amended (the “Securities Act”), and may not be offered or sold within 

the United States or to, or for the account or benefit of, U.S. persons except in 

certain transactions exempt from the registration requirements of the Securities Act. 

Terms used in this paragraph have the meanings given to them by Regulation S under 

the Securities Act. 

 

2. 本社債の元利金はトルコ・リラで支払われますので、外国為替相場の変動により影響を

受けることがあります。 

 

 



【表紙】  
 

【発行登録追補書類番号】 23－外 18－110 
 

【提出書類】 発行登録追補書類 
 

【提出先】 関東財務局長 
 

【提出日】 平成 25 年 2 月 20 日 
 

【会社名】 バークレイズ・バンク・ピーエルシー 
(Barclays Bank PLC) 
 

【代表者の役職氏名】 グループ財務担当取締役 
(Group Finance Director) 
クリストファー・ルーカス 
(Christopher Lucas) 
 

【本店の所在の場所】 英国 ロンドン市 E14 5HP チャーチル・プレイス 1 
(1 Churchill Place, London E14 5HP, United Kingdom) 
 

【代理人の氏名又は名称】 弁護士 平 川  修 
 

【代理人の住所又は所在地】 東京都港区六本木一丁目 6番 1号 
アンダーソン・毛利・友常法律事務所 
 

【電話番号】 03-6888-1000 
 

【事務連絡者氏名】 弁護士 福 田  淳 
 同  長谷川 敬 洋 
 

【連絡場所】 東京都港区六本木一丁目 6番 1号 
アンダーソン・毛利・友常法律事務所 
 

【電話番号】 03-6888-1000 
 

【発行登録の対象とした 
 売出有価証券の種類】 

社債 
 

【今回の売出金額】 5,500,000 トルコ・リラ（円貨換算額 291,120,815 円） 

（上記円換算額は 2013年 2月 14日午後 3時 30分現在の売買相場為替
の気配値としてトルコ共和国中央銀行により発表された数値の仲値
100 円＝1.88925 トルコ・リラの換算率による。） 
 

【発行登録書の内容】  
 

 提出日  平成 23 年 8月 2 日 

 効力発生日  平成 23 年 8月 10 日 

 有効期限  平成 25 年 8月 9 日 

 発行登録番号  23-外 18 

 発行予定額又は発行残高の上限  発行予定額 10,000 億円 

 



【これまでの売出実績】 

（発行予定額を記載した場合） 
 

番号 提出年月日 売出金額 
減額による 
訂正年月日 

減額金額 

23－外 18－1 平成 23 年 8 月 26 日 500,000,000 円 

23－外 18－2 平成 23 年 8 月 29 日 357,265,394 円 

23－外 18－3 平成 23 年 8 月 31 日 587,100,000 円 

23－外 18－4 平成 23 年 9 月 2日 81,210,121 円 

23－外 18－5 平成 23 年 9 月 2日 220,022,002 円 

23－外 18－6 平成 23 年 9 月 2日 226,358,636 円 

23－外 18－7 平成 23 年 9 月 9日 828,103,995 円 

23－外 18－8 平成 23 年 9 月 29 日 300,000,000 円 

23－外 18－9 平成 23 年 9 月 30 日 558,600,000 円 

23－外 18－10 平成 23 年 9 月 30 日 500,000,000 円 

23－外 18－11 平成 23 年 10 月 3 日 182,261,447 円 

23－外 18－12 平成 23 年 10 月 7 日 4,973,452,000 円 

23－外 18－13 平成 23 年 10 月 7 日 1,006,393,203 円 

23－外 18－14 平成 23 年 10 月 21 日 500,000,000 円 

23－外 18－15 平成 23 年 10 月 28 日 4,966,505,000 円 

23－外 18－16 平成 23 年 11 月 4 日 1,000,000,000 円 

23－外 18－17 平成 23 年 11 月 8 日 494,010,000 円 

23－外 18－18 平成 23 年 11 月 15 日 296,779,800 円 

23－外 18－19 平成 23 年 11 月 15 日 156,365,040 円 

23－外 18－20 平成 23 年 11 月 18 日 600,000,000 円 

23－外 18－21 平成 23 年 11 月 18 日 201,798,908 円 

23－外 18－22 平成 23 年 11 月 24 日 35,000,000,000 円 

23－外 18－23 平成 23 年 11 月 25 日 6,868,559,880 円 

23－外 18－24 平成 23 年 12 月 6 日 500,000,000 円 

23－外 18－25 平成 23 年 12 月 6 日 800,000,000 円 

23－外 18－26 平成 23 年 12 月 7 日 300,000,000 円 

23－外 18－27 平成 23 年 12 月 12 日 2,904,499,200 円 

23－外 18－28 平成 23 年 12 月 16 日 464,734,597 円 

23－外 18－29 平成 23 年 12 月 21 日 1,000,000,000 円 

該当なし。 



23－外 18－30 平成 23 年 12 月 21 日 1,000,000,000 円  

23－外 18－31 平成 23 年 12 月 28 日 10,029,358,080 円  

23－外 18－32 平成 24 年 1 月 12 日 125,000,000,000 円  

23－外 18－33 平成 24 年 1 月 12 日 206,036,881 円  

23－外 18－34 平成 24 年 1 月 13 日 300,000,000 円  

23－外 18－35 平成 24 年 1 月 16 日 1,500,000,000 円  

23－外 18－36 平成 24 年 1 月 17 日 1,701,472,259 円  

23－外 18－37 平成 24 年 1 月 18 日 500,000,000 円  

23－外 18－38 平成 24 年 1 月 19 日 500,000,000 円  

23－外 18－39 平成 24 年 1 月 20 日 1,750,000,000 円  

23－外 18－40 平成 24 年 2 月 27 日 2,000,000,000 円  

23－外 18－41 平成 24 年 2 月 29 日 981,618,906 円  

23－外 18－42 平成 24 年 3 月 9日 273,529,211 円  

23－外 18－43 平成 24 年 3 月 12 日 2,000,000,000 円  

23－外 18－44 平成 24 年 3 月 14 日 500,000,000 円  

23－外 18－45 平成 24 年 3 月 14 日 1,017,943,335 円  

23－外 18－46 平成 24 年 3 月 16 日 448,703,600 円  

23－外 18－47 平成 24 年 3 月 27 日 900,000,000 円  

23－外 18－48 平成 24 年 3 月 30 日 1,110,000,000 円  

23－外 18－49 平成 24 年 3 月 30 日 1,450,000,000 円  

23－外 18－50 平成 24 年 3 月 30 日 690,000,000 円  

23－外 18－51 平成 24 年 4 月 4日 400,000,000 円  

23－外 18－52 平成 24 年 4 月 6日 500,000,000 円  

23－外 18－53 平成 24 年 4 月 10 日 463,500,000 円  

23－外 18－54 平成 24 年 4 月 10 日 276,421,266 円  

23－外 18－55 平成 24 年 4 月 11 日 168,066,464 円  

23－外 18－56 平成 24 年 4 月 12 日 900,000,000 円  

23－外 18－57 平成 24 年 4 月 12 日 890,000,000 円  

23－外 18－58 平成 24 年 4 月 13 日 46,000,000,000 円  

23－外 18－59 平成 24 年 4 月 19 日 1,000,000,000 円  

23－外 18－60 平成 24 年 4 月 23 日 600,000,000 円  

23－外 18－61 平成 24 年 5 月 2日 594,843,167 円  



23－外 18－62 平成 24 年 5 月 2日 337,200,000 円  

23－外 18－63 平成 24 年 5 月 8日 1,006,657,668 円  

23－外 18－64 平成 24 年 5 月 11 日 2,500,000,000 円  

23－外 18－65 平成 24 年 5 月 11 日 2,451,648,052 円  

23－外 18－66 平成 24 年 5 月 17 日 589,755,545 円  

23－外 18－67 平成 24 年 5 月 23 日 344,000,000 円  

23－外 18－68 平成 24 年 5 月 25 日 979,000,000 円  

23－外 18－69 平成 24 年 5 月 29 日 699,000,000 円  

23－外 18－70 平成 24 年 6 月 1日 1,000,000,000 円  

23－外 18－71 平成 24 年 6 月 12 日 400,000,000 円  

23－外 18－72 平成 24 年 6 月 15 日 324,000,000 円  

23－外 18－73 平成 24 年 6 月 28 日 600,000,000 円  

23－外 18－74 平成 24 年 6 月 29 日 230,000,000 円  

23－外 18－75 平成 24 年 6 月 29 日 430,000,000 円  

23－外 18－76 平成 24 年 6 月 29 日 1,805,000,000 円  

23－外 18－77 平成 24 年 6 月 29 日 191,616,504 円  

23－外 18－78 平成 24 年 7 月 3日 2,150,373,314 円  

23－外 18－79 平成 24 年 7 月 5日 500,000,000 円  

23－外 18－80 平成 24 年 7 月 6日 10,500,000,000 円  

23－外 18－81 平成 24 年 7 月 12 日 500,000,000 円  

23－外 18－82 平成 24 年 8 月 15 日 800,000,000 円  

23－外 18－83 平成 24 年 8 月 15 日 581,030,589 円  

23－外 18－84 平成 24 年 8 月 27 日 500,000,000 円  

23－外 18－85 平成 24 年 9 月 11 日 123,630,000 円  

23－外 18－86 平成 24 年 10 月 15 日 700,000,000 円  

23－外 18－87 平成 24 年 10 月 19 日 500,000,000 円  

23－外 18－88 平成 24 年 10 月 25 日 742,500,000 円  

23－外 18－89 平成 24 年 10 月 29 日 1,500,000,000 円  

23－外 18－90 平成 24 年 10 月 31 日 225,600,000 円  

23－外 18－91 平成 24 年 10 月 31 日 806,400,000 円  

23－外 18－92 平成 24 年 11 月 2 日 387,240,000 円  

23－外 18－93 平成 24 年 11 月 6 日 230,000,000 円  

23－外 18－94 平成 24 年 11 月 14 日 500,000,000 円  

23－外 18－95 平成 24 年 11 月 14 日 500,000,000 円  



23－外 18－96 平成 24 年 11 月 16 日 600,000,000 円  

23－外 18－97 平成 24 年 11 月 16 日 300,000,000 円  

23－外 18－98 平成 24 年 11 月 16 日 707,717,425 円  

23－外 18－99 平成 24 年 12 月 5 日 600,000,000 円  

23－外 18－100 平成 24 年 12 月 14 日 393,000,000 円  

23－外 18－101 平成 24 年 12 月 17 日 392,515,200 円  

23－外 18－102 平成 25 年 1 月 11 日 800,000,000 円  

23－外 18－103 平成 25 年 1 月 15 日 1,500,000,000 円  

23－外 18－104 平成 25 年 1 月 16 日 315,257,400 円  

23－外 18－105 平成 25 年 1 月 17 日 891,000,000 円  

23－外 18－106 平成 25 年 1 月 25 日 700,000,000 円  

23－外 18－107 平成 25 年 2 月 1日 474,000,000 円  

23－外 18－108 平成 25 年 2 月 19 日 1,800,000,000 円  

23－外 18－109 平成 25 年 2 月 19 日 488,777,400 円  

実績合計額 317,622,431,489 円 減額総額 0 円 

 
【残額】 
（発行予定額－実績合計額－減額総額） 

682,377,568,511 円 

 
（発行残高の上限を記載した場合）  

番号 提出年月日 売出金額 償還年月日 償還金額 
減額による 
訂正年月日 

減額金額 

該当なし。 

実績合計額 該当なし。 償還総額 該当なし。 減額総額 該当なし。 

 
【残高】 
（発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額） 

該当なし。 

  
【安定操作に関する事項】 該当なし。 

 
【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町 2 番 1 号） 
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第一部【証券情報】 

 

第１【募集要項】 

 該当なし。 

 

第２【売出要項】 

１【売出有価証券】 

【売出社債（短期社債を除く。）】 

銘 柄 
バークレイズ・バンク・ピーエルシー2017年3月22日満期トルコ・リラ建社債（以下「本社

債」という。）（注1） 

売出券面額の総額又は売出 

振替社債の総額 
5,500,000トルコ・リラ 売出価額の総額 5,500,000トルコ・リラ 

記名・無記名の別 無記名式 各社債の金額 5,000トルコ・リラ 

償還期限 2017年3月22日（ロンドン時間）（以下「満期日」という。）（注2） 

利 率 年5.20％ 

売出しに係る社債 

の所有者の住所及び 

氏名又は名称 

株式会社SBI証券 

（以下「売出人」という。） 

東京都港区六本木一丁目6番1号 

摘 要 

(1) 利払日 

利息は2013年3月22日（以下「利息開始日」という。）（その日を含む。）から満期日

（その日を含まない。）までの期間について、上記利率を付し、2013年9月22日を初回と

して、満期日（その日を含む。）までの期間、毎年3月22日及び9月22日（ロンドン時間）

（以下「利払日」という。）に、利息開始日（その日を含む。）又は（場合により）直前

の利払日（その日を含む。）から翌利払日（その日を含まない。）までの期間（以下「利

息計算期間」という。）について、トルコ・リラで後払いする。 

利払日が営業日（以下に定義される。）でない場合には、当該利払日は「修正翌営業

日調整」（以下に定義される。）により調整される。但し、かかる調整の結果、社債権者

に対して支払われるべき金額が増額又は減額されることはない。 

 

(2) 信用格付 

本社債に関し、金融商品取引法第66条の27に基づく登録を受けた信用格付業者から提

供され、又は閲覧に供される信用格付はない。 

なお、発行会社の長期債務には、本書日付現在、ムーディーズ・インベスターズ・サ

ービス・インク（以下「ムーディーズ」という。）によりA2の格付が、スタンダード＆プ

アーズ・レーティングズ・サービシズ（以下「S&P」という。）によりA+の格付が、それ

ぞれ付与されているが、これらの格付は直ちに発行会社により発行される個別の社債に適

用されるものではない。 

ムーディーズ及びS&Pは、信用格付事業を行っているが、本書日付現在、金融商品取引

法第66条の27に基づく信用格付業者として登録されていない。無登録格付業者は、金融庁
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の監督及び信用格付業者が受ける情報開示義務等の規制を受けておらず、金融商品取引業

等に関する内閣府令第313条第3項第3号に掲げる事項に係る情報の公表も義務付けられて

いない。 

ムーディーズ及びS&Pについては、それぞれのグループ内に、金融商品取引法第66条の

27に基づく信用格付業者としてムーディーズ・ジャパン株式会社(登録番号：金融庁長官

（格付）第2号）及びスタンダード＆プアーズ・レーティング・ジャパン株式会社(登録番

号：金融庁長官（格付）第5号）が登録されており、各信用格付の前提、意義及び限界は、

インターネット上で公表されているムーディーズ・ジャパン株式会社のホームページ（ム

ーディーズ日本語ホームページ（http://www.moodys.co.jp）の「信用格付事業」をクリ

ックした後に表示されるページ）にある「無登録業者の格付の利用」欄の「無登録格付説

明関連」に掲載されている「信用格付の前提、意義及び限界」及びスタンダード＆プアー

ズ・レーティング・ジャパン株式会社のホームページ

（http://www.standardandpoors.com/home/jp/jp）の「ライブラリ・規制関連」の「無登

録格付け情報」（http://www.standardandpoors.com/ratings/unregistered/jp/jp）に掲

載されている「格付の前提・意義・限界」において、それぞれ公表されている。 

 

(3) その他 

その他の本社債の条件については、「２ 売出しの条件」を参照のこと。 

 
 

（注1）本社債は、バークレイズ・バンク・ピーエルシーにより、発行会社の2012年6月14日付グローバル・ストラクチャード・セキュリ

ティーズ・プログラム及び下記（注3）に記載のマスター代理人契約に基づき、2013年3月21日に発行される予定である。本社債が

証券取引所に上場される予定はない。 

（注2）満期日は、修正翌営業日調整により調整される場合がある。 

（注3）本社債は、発行会社、保証会社、計算代理人（以下「計算代理人」という。）としてのバークレイズ・バンク・ピーエルシー、

発行会社としてのバークレイズ・キャピタル（ケイマン）リミテッド、発行・支払代理人兼名義書換代理人兼交換代理人としての

ザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン（発行・支払代理人兼名義書換代理人兼交換代理人としてのザ・バンク・オブ・ニュー

ヨーク・メロンを以下「発行・支払代理人」、「名義書換代理人」又は「交換代理人」といい、文脈上必要な場合は、ルクセンブ

ルク代理人（以下において定義する。）、フランクフルト代理人（以下において定義する。）及び特定のシリーズの本社債の発行

会社により任命されることのある追加の支払代理人と併せて「支払代理人」といい、また文脈上必要な場合は、ニューヨーク代理

人（以下において定義する。）及び特定のシリーズの本社債の発行会社により任命されることのある追加の名義書換代理人と併せ

て「名義書換代理人」という。）、ニューヨークにおける登録機関（以下「ニューヨーク登録機関」という。）兼米国における主

たるワラント代理人（以下「米国における主たるワラント代理人」という。）兼ニューヨーク市における代理人（以下「ニューヨ

ーク代理人」という。）としてのザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン、フランクフルトにおける代理人（以下「フランクフ

ルト代理人」という。）としてのザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン、ルクセンブルクにおける代理人（以下「ルクセンブ

ルク代理人」という。）兼ルクセンブルクにおける登録機関（以下「ルクセンブルク登録機関」といい、ニューヨーク登録機関と

併せて、また個別に「登録機関」という。）としてのザ・バンク・オブ・ニューヨーク（ルクセンブルク）エスエー、並びに計算

代理人としてのバークレイズ・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッドの間において2012年6月14日付で締結された代理人契

約（以下「マスター代理人契約」という。この用語には、随時更新又は補足される代理人契約を含む。）に従い、マスター代理人

契約の利益を享受して発行される社債券（以下「本社債券」又は「本社債」といい、この用語は、(ⅰ)包括形式により表章される

本社債券（以下「包括社債券」又は「包括社債」という。）に関して、当該本社債券の指定通貨における最低の指定券面額の単位

（適用ある最終条件書に規定する。）、(ⅱ)包括社債券との交換（又は一部交換）により発行される確定社債券、及び(ⅲ)包括社

債券を意味する。）のシリーズの1つである。 

 本社債券の所持人（以下「本社債権者」という。）及び利付無記名式確定社債券に付された利息の支払のための利札（以下「利

札」という。）の所持人（以下「利札所持人」という。）は、マスター代理人契約及び適用ある最終条件書の諸条項のすべてにつ

いて通知を受けているものとみなされ、それらの利益を享受し、それらに拘束されるものである。下記「2 売出しの条件」「社

債の要項の概要」における記載の一部は、マスター代理人契約の詳細な条項の概要であり、その詳細な条項に基づくものである。 

 本社債権者及び利札所持人は、2012年6月14日付で発行会社により発行された約款（Deed of Covenant）の利益を享受する権利

を有する。 

 

「修正翌営業日調整」とは、当該日が営業日でない場合に、翌営業日が当該日となる（但し、それにより翌暦月にずれ込

む場合には、当該日は直前の営業日に繰り上げられる。）調整方法をいう。 



 - 3 -

「営業日」とは、ロンドン、東京、ニューヨーク及びイスタンブールにおいて商業銀行及び外国為替市場が支払の決済を

行い、通常の業務（外国為替及び外貨預金取引を含む。）を営んでいる日をいう。 

 

２【売出しの条件】 

売出価格 
額面金額の100.00％ 

（注1） 
申込期間 

2013年2月20日から 

2013年3月21日まで 

申込単位 
額面5,000トルコ・リラ以上 

額面5,000トルコ・リラ単位 
申込証拠金 なし 

申込受付場所 
売出人の日本における 

本店及び所定の営業所（注2） 
受渡期日 

2013年3月22日 

（日本時間） 

売出しの委託を 

受けた者の住所 

及び氏名又は名称 

該当なし 
売出しの委託契約の 

内容 
該当なし 

 

（注1）本社債の申込人は、受渡期日に売出価格をトルコ・リラ又は相当する円貨額にて支払う。 

（注2）本社債の申込及び払込は、売出人の定める「外国証券取引口座約款」（以下「約款」という。）に従ってなされる。各申込人は、

売出人からあらかじめ約款の交付を受け、約款に基づく取引口座の設定を申込む旨記載した申込書を提出する必要がある。売出人

との間に開設した外国証券取引口座を通じて本社債を取得する場合、約款の規定に従い本社債の券面の交付は行わない。 

（注3）本社債は、1933年合衆国証券法（その後の改正を含み、以下「合衆国証券法」という。）に基づき登録されておらず、今後登録

される予定もない。合衆国証券法の登録義務を免除された一定の取引による場合を除き、合衆国内において、又は米国人（U.S. 

Person）に対し、米国人の計算で、若しくは米国人のために、本社債の募集、売出し又は販売を行ってはならない。この（注3）

において使用された用語は、合衆国証券法に基づくレギュレーションＳにより定義された意味を有する。 

 

社債の要項の概要 

１．利息 

(1) 本社債には、年5.20％の利率で、2013年3月22日（以下「利息開始日」という。）（その日を含む。）から満期日（そ

の日を含まない。）までの期間について、額面に対して利息が付され、かかる利息は、本社債が（以下に規定され

るとおり）発行会社の選択により期限前に償還されない限り、2013年9月22日（その日を含む。）から満期日（その

日を含む。）までの各年3月22日及び9月22日（ロンドン時間）（以下「利払日」という。）に、利息開始日（その

日を含む。）又は（場合により）直前の利払日（その日を含む。）から翌利払日（その日を含まない。）までの期

間（以下「利息計算期間」という。）について後払いされる。額面金額当たりの利息額は、利息開始日（その日を

含む。）から満期日（その日を含まない。）までの各利息計算期間について、130.00トルコ・リラとする。利払日

が営業日でない場合には、当該利払日は修正翌営業日調整により調整される。但し、かかる調整の結果、社債権者

に対して支払われるべき金額が増額又は減額されることはない。 

(2) 利息は、毎月30日の12か月で構成される1年360日を基準として計算されるものとし、1か月に満たない期間は、実際

に経過した日数による。但し、1クルシュ未満は四捨五入する。 

(3) 利息は本要項第3項の規定に従って支払われる。利息の発生は、本社債が償還される日（期限前に償還される日を含

む。）に停止する。但し、各本社債の適式な呈示に対し、元本の支払が不当に留保又は拒否された場合はこの限り

でない。 
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２．償還及び買入れ 

(1) 満期償還 

後記の規定に従い期限前に期限前償還、買入れ又は消却される場合を除き、本社債は、発行会社によって、満期日

に、その額面金額でトルコ・リラにより償還される。 

(2) 発行会社課税事由、通貨障害事由、法の変更、ヘッジ障害及びヘッジ費用の増加の発生後の期限前償還又は調整 

発行会社は、「発行会社課税事由」（本要項第5項に定義される。）及び/又は通貨障害事由（以下に定義される。）

及び/又は「法の変更」（以下に定義される。）及び/又はヘッジ障害（以下に定義される。）及び/又はヘッジ費用

の増加（以下に定義される。）が発生した場合、その単独かつ絶対的な裁量により、以下を行うことができる。 

(a) 計算代理人に、計算代理人の単独かつ絶対的な裁量により、かかる事由が本社債に及ぼす経済的効果を考慮す

るため、また当該本社債を保有することによる社債権者に対する経済的効果を実質的に維持するために本要項

及び本社債に関連するその他の規定に対して適当な調整を行うことの可否を判断するよう要請すること。計算

代理人が、かかる調整が可能であると判断した場合、発行会社はかかる調整の発効日を決定し、かかる調整を

実施するために必要な手続をとる。発行会社は、調整の内容及び発効日が決定された後、合理的な範囲で可及

的速やかに、本要項第10項に従いかかる調整について社債権者に通知する。計算代理人が、商業上合理的な結

果をもたらし、かつ当該本社債を保有することによる社債権者に対する経済的効果を実質的に維持することが

できるような調整を行うことが不可能と判断した場合には、計算代理人はその旨発行会社に通知し、いかなる

調整も行われない。計算代理人、発行会社又はその他の当事者のいずれも、計算代理人及び/又は発行会社によ

りなされた判断及び/又は調整につき所持人、社債権者又はその他の者に対して責任を負わない。 

(b) 本要項第10項に従い本社債権者に対し10営業日前までに（かかる通知期間を以下「期限前償還通知期間」とい

う。）取消不能の通知（かかる通知を以下「追加障害事由償還通知」という。）を行った上で、期限前償還通

知期間の最終日において「期限前償還額」（以下に定義される。）により当該シリーズの本社債のすべてを償

還すること。 

「通貨障害事由」とは、任意のシリーズの本社債に関して、一つ又は複数の通貨に影響を及ぼす事象の発生又は

かかる事象の公的な宣言で、決済通貨に関する義務を履行し又はその他の方法でかかるシリーズの本社債の支払・

決済又はヘッジを行う発行会社の能力が著しく阻害され又は損われると発行会社がその単独かつ絶対的な裁量に

より判断するものをいう。 

「法の変更」とは、本社債の約定日（2013年2月13日）以降、①適用される法律若しくは規則（税法を含むがこれ

に限らない。）の採択若しくは公布若しくは変更により、又は②正当な管轄権を有する裁判所、法廷若しくは規制

当局による適用される法律若しくは規則の公式又は非公式の解釈の公表、変更若しくは公示（税務当局が講じたあ

らゆる措置を含む。）により、発行会社が、その単独かつ絶対的な裁量にて(ⅰ)約定日においてヘッジ当事者が想

定していた発行会社及び／若しくはその関連会社による本社債に関連するヘッジ・ポジションの保有、取得、取引、

若しくは処分が、30暦日以内（但し、満期日前とする。）に違法となるか、若しくは違法となることが相当程度見

込まれるか、若しくは違法となったか、又は(ⅱ)発行会社若しくはそのいずれかの関連会社が本社債に基づく自身

の義務を履行する上で負担する費用が著しく増加することになる（租税債務の増加、税制上の優遇措置の減少、そ

の他の当該会社の課税状況に対する不利な影響による場合を含むがこれらに限らない。）か、又は(ⅲ)発行会社若

しくはそのいずれかの関連会社が、約定日時点で本社債及び関連するヘッジ・ポジションに適用される規制上の資

本の取扱いに比べて、本社債及び関連するヘッジ・ポジションに関して著しく不利な規制上の資本の取扱いの適用

を受けると判断した場合をいう。疑義を避けるために付言すれば、前文における「適用される法律若しくは規則」

には2010年ドッド・フランク・ウォールストリート改革及び消費者保護法、同法に基づき発布される規則及び規制、

並びにそれらに類する法律又は規制（以下総称して「ウォールストリート関連法」という。）が含まれ、本書に記

載の法の変更の影響は、かかる法、規則又は規制により生じる法の変更にもあてはまる。さらに、ウォールストリ
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ート関連法に関連して課される追加の資本費用又はその他の規制上の自己資本要件は、それが重大なものである場

合、本定義の②(ⅱ)における「本社債に基づく自身の義務を履行する上で負担する費用が著しく増加することにな

る」場合に該当する。 

「ヘッジ障害」とは、発行会社及び/又はそのいずれかの関連会社が、商業的に合理的な努力を尽くした上で、(A)

本社債に関する発行及び自身の債務の履行に係る価格リスクをヘッジするために発行会社が必要と判断する取引

若しくは資産の取得、設定、再設定、代替、維持、解約若しくは処分を行うことができない場合、又は(B)かかる

取引若しくは資産による利益を換価、回収若しくは送金することができない事態をいう。 

「ヘッジ費用の増加」とは、発行会社及び/又はそのいずれかの関連会社が(A)本社債に関する発行及び自身の債

務の履行に係る価格リスクをヘッジするために発行会社が必要と判断する取引若しくは資産の取得、設定、再設定、

代替、維持、解約若しくは処分を行うため、又は(B)かかる取引若しくは資産による利益を換価、回収若しくは送

金するために負担する税金、課徴金、費用又は料金（委託売買手数料を除く。）の金額が（本社債の約定日におい

て存在する状況と比較して）著しく増加することになる場合をいう。但し、発行会社の信用力の悪化のみを原因と

して生じた著しい費用の増加は、ヘッジ費用の増加とはみなされない。 

「期限前償還額」とは、本社債の期限前償還又は消却に関して、期限前償還又は消却を発生させた事由の発生後

の当該社債の時価の比例按分額に対して、本社債の期限前償還又は消却にあたり発行会社により（又は発行会社に

代わって）負担される（又は負担されることが予想される）すべての費用、損失、経費及びその他の経費（ヘッジ

解除費用及び期限前返済手数料を含むが、これにより前記を反復又は制限するものではない。）を考慮した調整を

行った金額として計算代理人が決定した額面金額をいう。計算代理人は、期限前償還額の決定にあたり、実勢市場

価格及び/若しくは独自の価格決定モデルを使用することができ、又は（これらの価格決定方法により商業上合理

的な結果が得られないと思われる場合には、）かかる期限前償還額を商業上合理的な方法により見積もることがで

きる。期限前償還額は、本社債の期限前償還又は消却を発生させた事由の発生後、合理的な範囲で可及的速やかに、

計算代理人により決定される。計算代理人は、「債務不履行事由」（以下に定義される。）の発生後のいずれかの

時点で期限前償還額を計算する際、かかる債務不履行事由が本社債の時価に及ぼす影響を無視するものとする。 

(3) 買入れ及び消却 

発行会社は随時、公開市場その他において、いかなる価格においても本社債（但し、当該社債に関する満期が到来

していない一切の利札が当該社債券に添付されており、又は当該社債券とともに提出されることを条件とする。）を

買入れることができる。 

前記のとおり発行会社により又は発行会社に代わって買入れが行われた本社債はすべて、これを満期が到来してい

ない一切の利札とともに発行・支払代理人に提出することにより消却のために提出することができ（但し、これは義

務ではない。）、そのように提出された場合、発行会社により償還されたすべての本社債とともに、直ちに（当該社

債券に添付された、又は当該社債券とともに提出された、満期が到来していない一切の利札とともに）消却される。

前記のとおり消却のために提出されたあらゆる社債は、再発行又は再販売することはできず、かかる社債に関する発

行会社及び保証会社の義務は免除される。 

３．支払 

 本社債に関する元利金の支払は、以下の規定に従い、米国外に所在する支払代理人の事務取扱店舗において（元本

の支払の場合及び償還後の利息の場合には）関連する社債券又は（償還後の利息以外の利息の場合には）関連する利

札（適宜）を呈示及び提出すること（又は、支払われるべき金額若しくは受取可能資産の一部の支払若しくは交付の

場合には、それらに裏書すること）と引き換えに、また決済条件に従うことを条件として行われ、(a)支払の場合は、

（該当する場合には、非米国実質所有の証明を行うことを条件として）口座開設銀行宛てに振り出される、関連通貨

で支払われる小切手により、又は（所持人の選択により）口座開設銀行における当該通貨建ての口座（日本の非居住

者に対する円貨での支払の場合、非居住者口座とする。）への振込みにより、また(b)交付の場合には、社債権者に通

知される方法により行われる。 
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 無記名式の本社債の所持人は、本項に従ってなされる振込みが支払期日後に当該所持人の口座に到達したことによ

りかかる社債につき支払われるべき金額の受領が遅れたことについて、利息その他の支払を受ける権利を有さない。 

 本社債券には、発行・支払代理人により又は発行・支払代理人に代わって、当該社債券についてなされた各支払及

び交付が記録され、かかる記録はその支払又は交付がなされたことの明白な証拠となる。 

 本社債又は利札に関して特定の金額が支払われるべきものと明示されている、又はその他の方法で支払われるべき

ものと決定されているその日が、(i)営業日、且つ(ii)（確定社債券の場合に限り）社債券又は利札の呈示場所におい

て、商業銀行及び外国為替市場が支払の決済を行い、通常の業務（外国為替及び外貨預金取引を含む。）を営んでい

る土日以外の日でない場合には、その支払は(i)営業日、且つ(ii)（確定社債の場合に限り）社債券又は利札の呈示場

所において、商業銀行及び外国為替市場が支払の決済を行い、通常の業務（外国為替及び外貨預金取引を含む。）を

営んでいる土日以外の日に該当する直後の日まで行われず、かかる社債券又は利札の所持人は、かかる支払遅延につ

いて追加の支払を受ける権利を有さない。 

 なお、当初の発行・支払代理人の名称及びその指定事務取扱店舗は以下に記載するとおりである。 

発行・支払代理人 

ザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン 

(The Bank of New York Mellon) 

英国 ロンドン E14 5AL ワン・カナダ・スクエア 

(One Canada Square, London E14 5AL, United Kingdom) 

 

４．本社債の地位 

 本社債及びそれに関する利札は発行会社の無担保かつ非劣後の債務を構成し、本社債間において同順位である。本

社債及びそれに関する利札に基づく発行会社の支払義務は、発行会社のその他の現在及び将来の無担保・非劣後の債

務（強制的かつ一般的に適用される法律の規定により優先権が認められる債務を除く。）と同順位である。本社債は、

発行会社の預金を証明するものではなく、いかなる政府又は政府機関によっても保証されていない。 

５．課税 

 発行会社又は保証会社が租税に関する源泉徴収又は控除を行うことが法律により要求される場合その他本要項に開

示されている場合を除き、社債権者は、利息の支払、利息額、若しくは本社債の所有、譲渡、売却、償還、権利執行

若しくは消却、又は決済金額及び/若しくは本社債に関するその他の支払（適宜）に起因し、或いはそれらに関連して

支払われるべき一切の租税を支払わなければならない。発行会社又は保証会社（該当する場合）のいずれも、社債権

者が負担するかかる租税について責任を負わず、その他の方法でかかる租税に関する金額を支払う義務を負わない。 

 本社債に関する支払はすべて、英国（又は英国の、若しくは英国内に所在する、課税権限を有する当局若しくは行

政下部機関）により又は英国内で賦課、徴収、回収、源泉徴収又は査定されるあらゆる性質の現在又は将来の租税に

関する源泉徴収又は控除のない状態で、かかる源泉徴収又は控除を行うことなく、支払われる。但し、かかる源泉徴

収又は控除が法律上要求される場合はこの限りではない。 

 かかる源泉徴収又は控除が法律により要求される場合、本社債に関する支払に対する源泉徴収又は控除の適用は、

それが発行会社により、若しくは発行会社のために行われる場合は「発行会社課税事由」とみなされる。 

 本要項において(Ⅰ)「元本」は本社債に関して支払われるべきあらゆるプレミアム、決済金額、及び本要項第2項に

従って支払われるべき元本の性質を有するその他一切の金額を含むものとみなされ、(Ⅱ)「利息」は一切の利息額及

び本要項第1項（又はこれに対する変更若しくは補足）に従って支払われるべきその他一切の金額を含むものとみなさ

れ、(Ⅲ)「元本」及び/又は「利息」は本項に基づいて支払われるべきあらゆる追加額を含むものとみなされる。 
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６．債務不履行事由 

 以下のいずれかの事由が発生し継続している場合、本社債のいずれかの所持人は、かかる社債が、期限前償還額に

て償還されるべき旨を発行・支払代理人に対してその指定事務取扱店舗宛てに通知することができ、かかる社債はそ

れにより直ちに償還期限が到来する。 

(a) 本社債の利息が支払期日から14暦日以内に支払われていない場合。但し、発行会社は、かかる金額（以下「留保

金額」という。）が強制的な法律、規則又は正当な管轄権を有する裁判所の命令を遵守するために支払われなか

った場合には、債務不履行とはみなされない。かかる法律、規則又は命令の有効性又は適用性について疑義が存

在する場合、発行会社は、かかる14暦日の間に独立した法律顧問から発行会社に与えられた助言に従って行為し

た場合には、債務不履行とはみなされない。 

(b) 発行会社が本社債のその他の条項に違反した場合で、かかる違反が本社債の所持人の利益を実質的に損なう方法

によるものであり、且つ当該違反が、発行済みの本社債の額面金額又は数（適宜）の少なくとも10分の1を保有し、

違反の治癒を要請する社債権者から発行会社が違反の通知を受領してから30暦日以内に治癒されない場合。 

(c) 発行会社を清算する旨の命令がなされた場合又はその旨の有効な決議が可決された場合（かかる社債の所持人の

特別決議により事前に承認された条件での再建、合併又は吸収合併の計画に関連する場合を除く。）。 

７．時効 

 発行会社及び/又は保証会社（該当する場合）に対する、本社債及び/又は利札（本項においては利札引換券は含ま

れない。）にかかる支払又は交付に関する請求は、それらについての適切な支払日から10年（元本の場合）又は5年（利

息の場合）以内に行われない限り、時効消滅し、無効となる。 

８．社債券の交換 

 社債券又は利札が紛失、盗失、毀損、汚損又は破損した場合、かかる社債券又は利札は、適用される一切の法令及

び関連証券取引所又はその他の関連当局の規制要件に従って、発行・支払代理人、又は発行会社が随時かかる目的の

ために指定し、その指定につき社債権者に通知するその他の支払代理人若しくは名義書換代理人の指定事務取扱店舗

において、交換に関して発生する料金、経費及び租税を請求者が支払った上で、また発行会社が要求する証拠、担保

及び補償その他の条件に従って、交換することができる。本社債券又は利札が毀損又は汚損した場合には、代わりの

社債券又は利札が発行される前に当該社債券又は利札を提出しなければならない。 

９．追加の発行 

 発行会社は随時その自由裁量で、社債権者又は利札所持人の同意を得ることなく、本社債と同様の条件が適用され

るあらゆるシリーズの追加の社債を設定及び発行することができ、かかる社債は当該シリーズの社債に統合され、そ

れらとともに一つのシリーズを構成する。 

10．通知 

(1) 社債権者に対する通知 

社債権者に対するあらゆる通知は、以下のいずれかに従ってなされた場合に、適式になされ効力を有するものとみ

なされる。 

 (a) 英国で一般に刊行されている日刊新聞（「フィナンシャル・タイムズ」となる予定）において公告された場

合。この場合、最初に公告された日において通知がなされたものとみなされる。 

 (b) （本社債が関連証券取引所に上場されており、又はその他の関連当局により取引を認められている場合は）

関連証券取引所又はその他の関連当局の規則及び規制に従って通知がなされた場合。この場合、かかる規則及

び規制に従って最初に送信又は公告がなされた日に通知がなされたものとみなされる。 

 (c) 上記で要求されている公告又は郵送に代えて、社債権者に対する通知を関連決済システムに対して送付する

ことができるが、適用ある場合には、前(b)項に従って要求される公告その他の要件も遵守することを条件とす

る。この場合、（その後の公告又は郵送にかかわらず、）該当する関連決済システムに対して最初に送信され

た日において通知がなされたものとみなされる。 
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前(a)項又は(b)項に従って要求される公告を行うことができない場合、通知は、欧州で刊行されているその他の主

要な英文の日刊新聞において公告された場合に、その最初の公告日において有効に行われたものとみなされる。 

利札の所持人は、あらゆる目的上、本項に従って社債権者に送付された通知の内容について通知を受けたものとみ

なされる。 

上記にかかわらず、本社債に関連する事象の発生後に発行会社による調整又は消却の公告又は通知がなされなかっ

たとしても、それらはかかる調整又は消却の有効性又は効力に影響しない。 

(2) 発行会社及び代理人に対する通知 

あらゆるシリーズの本社債について、発行会社及び/又は代理人に対する一切の通知は、マスター代理人契約に規定

された住所に宛てて、又は本項に従って社債権者に送付される通知により発行会社及び/又は代理人が指定するその

他の者又は場所に宛てて送付されるものとする。 

(3) 通知の有効性 

いずれかの通知が有効であり又は適式に完成され、適切な様式でなされているか否かについての判断は、発行会社

及び関連決済システムにより、発行・支払代理人と相談の上でなされ、かかる判断は発行会社、諸代理人及び社債権

者に対して決定的かつ拘束力を有するものである。 

無効、不完全又は適切な様式でないと判断された通知は、発行会社及び関連決済システム（該当する場合）が別途

合意しない限り、無効となる。本規定は、新たな又は訂正された通知を交付するために通知を交付する者の権利を損

なうものではない。 

発行会社、発行代理人、登録機関又は名義書換代理人は、かかる通知が無効、不完全又は適切な様式でないと判断

された場合には、当該通知を提出した社債権者に迅速にその旨を通知するべく、一切の合理的な努力を尽くす。自身

の側に過失又は故意の不正行為がない場合には、発行会社、関連決済システム又は代理人（適宜）のいずれも、通知

が無効、不完全若しくは適切な様式でない旨の社債権者に対する通知又は判断に関連して自身が行った行為又は不作

為につきいかなる者に対しても責任を負わない。 

11．変更及び集会 

(1) 本要項の変更 

発行会社は、社債権者の同意を得ることなく、本要項に対して、発行会社の単独の意見において社債権者の利益を

実質的に損なわない変更、或いは形式的、軽微若しくは技術的な性質の変更、又は明白な誤りを訂正するため若しく

は発行会社が設立された法域における強制的な法律の規定を遵守するため若しくは本要項中に含まれる瑕疵ある規

定を是正、訂正若しくは補足するための変更を行うことができる。 

かかる変更の一切は社債権者に対して拘束力を有し、かかる変更の一切は、本要項第10項に従ってその後可及的速

やかに社債権者に通知される。かかる通知を送付しなかった或いはかかる通知を受領しなかったとしても、それらは

かかる変更の有効性に影響しない。 

(2) 社債権者集会 

マスター代理人契約には、特別決議（マスター代理人契約に定義される。）による本要項又はマスター代理人契約

の変更の承認を含め、社債権者の利益に影響する事項を審議するための社債権者の集会の招集に関する規定が含まれ

ている。社債権者には、少なくとも21暦日（通知が送付された日及び集会が開催されることとなっている日を除く。）

前に、集会の日時及び場所を明記した通知が送付される。 

かかる集会は、発行会社又は当該時点において発行済みの本社債の額面金額の10％以上を保有する社債権者により、

招集することができる。社債権者集会の定足数（特別決議（以下において定義する。）を可決するための集会の場合

を除く。）は、本社債の過半数（保有又は代表される本社債の額面金額又は数量を基準として）を保有又は代表する

2名以上の者とする。但し、かかる集会の議事に（とりわけ）下記(ⅰ)乃至(ⅷ)の議案の審議が含まれる場合には、

定足数は当該時点において発行済みの本社債の額面金額の75％以上又は（延会の場合は）25％以上を保有又は代表す
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る2名以上の者とする。(ⅰ)本社債の満期日若しくは償還日、本社債の行使日若しくは失効日、或いは本社債に関す

る利息若しくは利息額の支払日を変更すること、(ⅱ)本社債の額面金額若しくは本社債の償還若しくは行使につき支

払われるべきプレミアムを減額若しくは消却すること、(ⅲ)本社債に関する利率を引き下げ、若しくは本社債に関す

る利率若しくは利息の金額を算定する方法若しくは基準、若しくは本社債に関する利息額を算定する基準を変更する

こと、(ⅳ)適用ある最終条件書に、利率の上限及び/若しくは下限、若しくは取引可能金額若しくは受領可能資産の

上限及び/若しくは下限が定められている場合には、かかる上限及び/若しくは下限を引き下げること、(ⅴ)決済金額

若しくは受領可能資産を算定する方法若しくは基準を変更すること（要項に定められている変更を除く。）(ⅵ)本社

債の支払通貨若しくは表示通貨を変更すること、(ⅶ)社債権者集会に必要な定足数若しくは特別決議の可決に必要な

過半数に関する規定を変更すること、又は(ⅷ)保証契約を変更若しくは解除すること。マスター代理人契約には、発

行済みの本社債の額面金額の90％以上を保有する所持人により、又はかかる所持人に代わって署名された書面による

決議は、あらゆる目的上、適式に招集及び開催された社債権者集会において可決された特別決議と同様に効力を有す

るものとみなされる旨規定されている。かかる書面による決議は一つの文書として作成することも、同じ形式の複数

の文書として作成することもでき、各文書は1名又は複数名の社債権者により又はかかる社債権者に代わって署名さ

れるものとする。 

マスター代理人契約の条件に従い適式に招集及び開催された集会において、かかる集会で投じられた票の75％以上

の過半数により可決された決議を特別決議とする。かかる集会において適式に可決された特別決議は、自身が集会に

出席していたか否かにかかわらず、償還されていない本社債を除いて、すべての社債権者に対して拘束力を有する。 

12．諸代理人 

(1) 諸代理人の任命 

発行・支払代理人、支払代理人、登録機関、名義書換代理人及び計算代理人は、発行会社及び（該当する場合は）

保証会社の代理人としてのみ行為するものであり、社債権者に対していかなる義務も負わず、また社債権者のために

或いは社債権者との間で、代理人又は信託の関係を有さない。発行会社及び（該当する場合は）保証会社は随時、既

に任命した発行・支払代理人、その他の支払代理人、登録機関、名義書換代理人又は計算代理人を変更又は解任し、

追加の又は別の支払代理人又は名義書換代理人を任命する権利を有する。但し、発行会社が常に、(a)発行・支払代

理人1名、(b)（記名式社債券に関しては）登録機関1名、(c)（記名式社債券に関しては）名義書換代理人1名、(d)（本

要項により要求される場合には）1名又は複数の計算代理人、(e)欧州の主要都市2つ以上に指定事務取扱店舗を有す

る支払代理人、(f)本社債が上場されるその他の証券取引所により要求されるその他の代理人、及び(g)（（e）又は

（f）に従って条件が既に満たされている場合を除き）EC理事会指令（2003/48/EC）若しくは2000年11月26日から27

日に開催されたECOFIN理事会の決定を実施するその他の指令又はかかる指令を施行若しくは遵守する法律若しくは

かかる指令に従うために導入される法律に従って税金の源泉徴収又は控除を行う義務を負わない、欧州連合加盟国内

に指定事務取扱店舗を有する支払代理人1名を擁していることを条件とする。代理人の解任及び代理人の指定事務取

扱店舗の変更に関する通知は、本要項第10項に従って社債権者に送付される。 

(2) マスター代理人契約の変更 

発行会社は、それが社債権者の利益を実質的に損うものでないと発行会社若しくは保証会社が判断した場合、又は

かかる変更が形式的、軽微若しくは技術的な性質のものであるか、明白な誤りを訂正するため、適用法の強制的な規

定を遵守するため、或いはマスター代理人契約に含まれる瑕疵ある規定を是正、訂正若しくは補足するために変更が

行われる場合に限り、マスター代理人契約の変更を認め、又は同契約に対する違反若しくは違反の予定、若しくは同

契約の不遵守を宥恕若しくは承認することができる。 

かかる変更は社債権者に対して拘束力を有し、変更後可及的速やかに本要項第10項に従って社債権者に通知される。

但し、かかる通知が送付されなかった又は社債権者により受領されなかった場合でも、かかる変更の有効性又は拘束

力に影響を及ぼすものではない。 
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(3) 発行会社、保証会社及び諸代理人の責任 

発行・支払代理人及び計算代理人（場合に応じて）は、本要項に基づいて行なわれた計算及び決定又は行為の誤り

又は懈怠について、いかなる者に対しても責任又は債務を負わず、かかる計算及び決定はすべて（明白な誤りの場合

を除く。）、発行会社、保証会社、諸代理人及び社債権者に対して最終的で拘束力を有するものとする。 

発行会社、保証会社又はいずれの代理人も、（国内外の）法律の制定、（国内外の）公共機関の介入、戦争、スト

ライキ、封鎖、ボイコット又はロックアウトその他同様の事象又は状況に起因する損失又は損害につき、責任を負わ

ない。ストライキ、封鎖、ボイコット及びロックアウトに関する責任の制限は、当事者のいずれかがかかる措置を講

じた場合又はそれらの対象となった場合にも適用されるものとする。発行会社、保証会社又は代理人はいかなる場合

でも（自身の側に詐欺行為があった場合を除く。）、社債権者が被った損失、損害、債務、費用、請求、訴訟又は要

求につき、社債権者に損害賠償金を支払う義務を負わない。また、発行会社、保証会社又は代理人はいかなる場合で

も、逸失利益、間接的損失若しくは損害、又は結果的損失若しくは損害につき、（かかる損失が生じる可能性につい

て事前に通知を受けていたか否かにかかわらず）社債権者に対して責任を負わない。 

発行会社、保証会社又は諸代理人のいずれかが、（国内外の）法律の制定、（国内外の）公共機関の介入、戦争、

ストライキ、封鎖、ボイコット又はロックアウトその他同様の事象又は状況により支払又は交付の実施を妨げられる

場合、当該事象又は状況が解消されるまでの間、かかる支払又は交付を延期できるものとし、この場合、かかる延期

につき追加額の支払又は交付を行う義務は生じない。 

13．1999年（第三者の権利に関する）契約法 

 いかなる者も、1999年（第三者の権利に関する）契約法に基づいて本社債の条件を実施する権利を有さない。 

14．準拠法及び管轄 

(1) 関連する別紙の規定に従うことを条件として、本社債、利札及びマスター代理人契約、並びにそれらに起因又は関

連して生じる一切の契約外の義務は、イングランド法に準拠し、同法に従って解釈される。 

(2) 関連する別紙の規定に従うことを条件として、本社債、利札及び/又はマスター代理人契約に起因又は関連して生じ

る一切の紛争については、イングランドの裁判所がその専属的管轄権を有し、したがってそれらに起因又は関連し

て生じるあらゆる訴訟又は法的手続（以下「法的手続」という。）はかかる裁判所に提起される。 

15．様式、額面、所有権及び譲渡 

(1) 様式、額面 

本社債は、各本社債の額面5,000トルコ・リラの無記名式で発行され、記名式社債券に交換することはできない。 

本社債は当初、包括様式により発行され、特定の事由が生じた場合に限り確定様式の本社債券に交換することがで

き、包括様式の社債券は当該包括社債券の要項に従って確定社債券に交換される。かかる事由が生じた場合、発行会

社は本要項第10項に従って迅速に社債権者に通知する。 

(2) 所有権 

社債券及び利札の所有権はマスター代理人契約の規定に従って交付により移転する。 

発行会社及び関連する諸代理人は、（法律により別途要求されるか、又は正当な管轄権を有する裁判所により別途

命令を受けた場合を除き）あらゆる社債券又は利札の所持人（以下において定義される。）を、あらゆる目的上（か

かる社債券の支払期日超過の有無を問わず、また所有権、信託若しくはかかる社債券に対する持分に関する通知、か

かる社債券面上（又はそれを表章する包括無記名式社債券面上）の書き込み、又はかかる社債券の盗失若しくは紛失

にかかわらず）その完全な所有者とみなし、そのように扱い、いかなる者も所持人をそのように扱うことにつき責任

を負わない。 

本要項において、「社債権者」とは、無記名式社債券の持参人又は記名式社債券がその名義において登録されてい

る者をいい、「所持人」とは、無記名式社債券又は利札に関しては当該無記名式社債券又は利札の持参人をいい、記

名式社債券に関しては記名式社債券がその名義において登録されているものをいう。 
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(3) 無記名式社債券の譲渡 

前記の規定に従うことを条件として、無記名式本社債券及び利札の所有権は、交付により移転する。 

 

課税上の取扱い 

課税一般について 

 以下に記載された情報は、現在本社債について適用される税法及び慣行の完全な要約ではない。本社債に関する

取引（購入、譲渡、償還、消却及び/又は行使を含む）、本社債に対する金利又はプレミアムの発生又は受領、受領

可能資産の交付及び本社債の所持人の死亡は、潜在的な買主に税務上の影響を与える可能性がある。税務上の影響

は、とりわけ潜在的な買主の税務上の居住地及び/又は地位によって異なりうる。それゆえ本社債の潜在的な買主は、

本社債に関する取引により生ずる税務上の取扱い、又は買主が税務上居住者とされる、若しくは納税の義務を負っ

ている法域における税法上の影響について、各自の税務顧問に助言を求めるべきである。とりわけ、関係課税当局

が本社債に基づく支払をどのように特徴付けるかについては、いかなる表明もなされない。 

 本社債の買主及び/又は売主は、本社債の発行価格又は購入価格（異なる場合）に加えて、印紙税及びその他の税

の支払を要求される可能性がある。 

１．英国の租税 

 以下は、英国の現行の税法及び英国歳入税関庁の公表済みの実務に基づく一般的な記載であり、英国の課税に関

する特定の側面のみに関連して、当行が英国の現行の法律及び実務につき理解している事項を要約したものである。

下記は、すべての事項を網羅したものではない。また、本社債の実質的所有者のみに関するものであり、特別規則

の適用対象となる、特定のクラスの納税者（本社債の取引を業とする者、特定のプロ投資家及び発行会社又は保証

会社と関係を有する者）に対しては適用されない。 

 本社債の保有者になろうとする者で、英国以外の法域で課税される可能性のある者又は課税状況について確信が

持てない者は、各自で専門家の助言を受けるべきである。 

(1) 本社債に対する利息の支払 

(ⅰ) 発行会社による利息の支払 

 発行会社は、発行会社が 2007 年所得税法（以下「本件法」という。）の第 991 条に定義される銀行である限

り、かつ、本社債に対する利息が本件法第 878 条に定義される通常の業務過程において支払われる限り、英国

の租税に関して源泉徴収又は控除を行うことなく利息を支払うことができる。 

(ⅱ) 特定の本社債権者への利息の支払 

 本社債の利息は、その支払が行われる時点において発行会社が以下のいずれかに該当すると合理的に確信で

きる場合には、英国の租税に関して源泉徴収又は控除を行うことなくこれを支払うことができる。 

(a) 本社債につき支払われる利息を実質的に受ける権利を有する者が、かかる利息の支払に関して英国法人税

の課税対象となっていること。 

(b) 支払が本件法第 936 条に記載の課税が免除される団体又は者の区分の一つに対してなされること。 

 但し、英国歳入税関庁が、（かかる利息の支払が、支払が行われる時点において「除外される支払」に該当

しないと同庁が確信する合理的な根拠を有する場合において）税金を控除した上で利息を支払うよう指示した

場合はこの限りではない。 

(ⅲ) その他の源泉徴収 

 その他の場合には、他の非課税若しくは免除規定を利用できる場合、又はかかる免除について適用される二

重課税防止条約により英国歳入税関庁から別途の指示を受けた場合を除いて、基準レートにより、本社債の利

息の支払から英国の所得税に関して一定の額の源泉徴収を行うことを要する場合がある。 
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 さらに、他の非課税若しくは免除規定を利用できる場合、又はかかる免除について適用される二重課税防止

条約により英国歳入税関庁から別途の指示を受けた場合を除いて、英国の課税上、かかる支払が利息に該当し

ないものの、年次の支払又は（現物決済が可能な社債券の場合は）「マニュファクチャード・ペイメント」の

いずれかに該当する場合には、基準税率により、本社債の支払から英国の所得税に関して一定の額の源泉徴収

を行うことを要する場合がある。 

(2) 報告要件 

 英国内の者で、個人である他者に利息を支払うか又はかかる他者に代わって利息を受領する者は、受取人又は利

息を受領する権利を有する者の身元に関して英国歳入税関庁に一定の情報を提供することを要求される可能性があ

る。特定の状況においては、かかる情報が他国の税務当局との間で交換される場合がある。 

 上記の規定は、特定の状況においては、「割引率の高い有価証券」（2005 年所得税（取引その他の収入）法第 4

部第 8章に定義される。）に該当する本社債の償還時に支払われるべき金額の支払にも適用される可能性がある。

しかしながら、英国歳入税関庁の公表済みの実務によれば、かかる情報は、2011 年 4 月 5日より前に支払われたか

かる償還金額については必要とされないことになっている。 

 本社債の見込み所持人においては、貯蓄所得に対する課税に関する EU 指令に関する下記の開示も参照されたい。 

 

貯蓄所得に対する課税に関する EU 指令 

 貯蓄所得に対する課税に関する欧州理事会指令（2003/48/EC）（以下「本件指令」という。）に基づき、EU の各

加盟国は、その法域内の者から別の加盟国に居住する個人に対して行われた利息若しくはこれに類する所得の支払、

又はその法域内の者が別の加盟国に居住する個人のために回収した支払について、その支払の詳細をかかる別の加

盟国の税務当局に提供することを要求される。但し移行期間中は、オーストリア及びルクセンブルグは、（それぞ

れが別途の選択を行わない限り）この要件に代えて、かかる支払について時の経過に伴い 35％まで増加する率にて

税額を差し引く源泉徴収制度を適用する。移行期間は、一定の非 EU 地域がかかる支払に関して情報の交換に同意

した後、最初の 12 カ月間の会計年度が終了した時点で終了する予定である。 

 また、多数の非 EU 加盟国（スイスを含む。）及び特定の加盟国内の独立した地域又は特定の加盟国に関係する地

域が、その法域内の者から加盟国内の個人若しくは加盟国内の一定のその他の者に対して行われた支払、又はその

法域内の者が加盟国内の個人若しくは加盟国内の一定のその他の者のために回収した支払に関して、同様の手法（情

報の提供又は移行的な源泉徴収のいずれか）を採用している。さらに、加盟国は、かかる独立した地域又は関係す

る地域の一部との間で、加盟国内の者からかかる地域の一つに居住する個人に対して行われた支払、又は加盟国内

の者がかかる地域の一つに居住する個人のために回収した支払に関して、情報の相互提供又は移行的な源泉徴収に

関する取り決めを行った。 

 本社債の見込み所持人においては、欧州委員会が本件指令を改正する提案を公表済みである点に留意されたい。

提案されている改正が実施された場合、とりわけ、本件指令の適用範囲が(ⅰ)EU 加盟国に居住する個人を最終的な

受益者とする一定の中間的組織（加盟国において設立された組織であるか否かを問わない。）を通じて行われた支

払及び(ⅱ)利息に類するより広範囲の所得、に拡大される可能性がある。 

２．日本国の租税 

 本社債に投資しようとする申込人は、各申込人の状況に応じて、本社債に投資することによるリスクや本社債に

投資することが適当か否かについて各自の財務・税務顧問に相談する必要がある。 

 日本国の居住者及び内国法人が支払を受ける本社債の利息及び本社債の償還により支払を受ける金額が本社債の

発行価額を超える場合の差額は、日本国の租税に関する現行法令の定めるところにより一般的に課税対象となる。

なお、本社債の譲渡により生ずる所得については、譲渡人が法人である場合は益金となるが、個人である場合には

（一定の例外を除き）日本国の租税は課されない。 
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 日本国の非居住者及び外国法人が本社債を日本国内において譲渡したことにより生ずる所得については、譲渡人

が日本国内に恒久的施設を有する外国法人である場合を除いて、原則として日本国の租税は課されない。ただし、

かかる外国法人の納税義務は、適用される租税条約の規定により、さらに限定され又は免除されることがある。 

 

本社債に関するリスク要因 

 本社債への投資には一定のリスクが伴う。各投資家は、本社債へ投資することが適切か否か判断するにあたり、以下

に記載されるリスク要因及びその他のリスク要因を検討すべきである。但し、以下の記載は本社債に関連するすべての

リスクを完全に網羅することを意図したものではない。 

外国為替相場変動リスク 

 本社債の元利金はトルコ・リラで支払われるため、外国為替相場の変動により円で換算した場合の支払額がその影響

を受ける。また、これにより、円換算した償還価額又は売却価額が投資元本を割り込むことがある。 

金利 

 本社債については、トルコ・リラによる一連の固定利息の支払いが行われる。したがって、償還前の各本社債の価値

はトルコ・リラの金利の変動の影響を受ける。通常の状況のもとでは、本社債のトルコ・リラ建ての価値は、トルコ・

リラの金利が低下する場合には上昇し、逆の場合には下落することが予想される。 

信用リスク 

 本社債の利息及び償還金の支払は発行者の義務である。発行者の財務状況の悪化等により発行者が本社債の利息又は

償還金を支払わず、又は支払うことができない場合には、投資家は損失を被り又は投資元本を割り込むことがある。 

カントリーリスク 

 トルコ共和国における、政治・経済・社会情勢の変動や天変地異等により、途中売却やトルコ・リラの日本円への交

換が制限される、あるいはできなくなる可能性がある。 

流動性及び市場性 

 本社債についてその流通性や市場性は必ずしも保証されるものではない。流動性や市場性が乏しい本社債については、

償還前の売却が困難であり、そのことが売却価格に悪影響を及ぼすおそれがある。 

時価評価 

 償還前の本社債の価格は、金利の変動、発行会社の経営・財務状況の変化及びそれに伴う外部信用評価の変化（例え

ば格付機関による格付の変更）等により上下するため、時価評価の対象とされている場合、本社債の時価が投資元本を

下回る場合には償還前においても損失を被り、また、実際に償還前に売却する場合、売却金額が投資元本を割り込むこ

とがある。 

発行会社の格付け 

 一般的に発行会社の格上げが行われると本社債の価格は上昇し、格下げが行われると本社債の価格は下落すると予想

される。 
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税金 

 将来において、本社債についての課税上の取扱いが変更される可能性がある。よって、本社債を保有しようとする者

は、本社債の購入、所有若しくは売却に関する税金面での取扱いにつき、必要に応じて税務顧問の助言を受けることが

望ましい。 

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】 

 該当なし。 
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第二部【公開買付けに関する情報】 

 

 該当なし。 

 

第三部【参照情報】 

 

第１【参照書類】 

  会社の概況及び事業の概況等法第5条第1項第2号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照すること。 

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】 

 

  事業年度 2011年度（自平成23年1月1日 至平成23年12月31日） 

  平成24年6月27日 EDINETにより関東財務局長に提出 

 

２【四半期報告書又は半期報告書】 

 

  事業年度 2012年度中（自平成24年1月1日 至平成24年6月30日） 

  平成24年9月28日 半期報告書をEDINETにより関東財務局長に提出 

 

３【臨時報告書】 

 

  (1) １の有価証券報告書提出後、企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号の規定に基づく臨時報告書を

平成24年7月5日に関東財務局長に提出 

  (2) １の有価証券報告書提出後、企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号の規定に基づく臨時報告書を

平成24年9月3日に関東財務局長に提出 

 

４【外国会社報告書及びその補足書類】 

 

  該当なし。 

 

５【外国会社四半期報告書及びその補足書類並びに外国会社半期報告書及びその補足書類】 

 

  該当なし。 

 

６【外国会社臨時報告書】 

 

  該当なし。 

 

７【訂正報告書】 

 

  該当なし。 
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第２【参照書類の補完情報】 

 

  該当なし。 

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】 

 

  株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町2番1号） 

 

第四部【保証会社等の情報】 

 

 該当なし。 
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「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面  

 
会社名  バークレイズ・バンク・ピーエルシー  

代表者の役職氏名 グループ財務担当取締役 クリストファー・ルーカス 

 

1 当社は 1年間継続して有価証券報告書を提出しております。 

 

2 当社は、本邦において本発行登録書の提出日（平成 23 年 8月 2日）以前 5年間にその募集又は売出しに

係る有価証券届出書又は発行登録追補書類を提出することにより発行し、又は交付された社債券の券面

総額又は振替社債の総額が 100 億円以上であります。 

（参考） 

  （平成 21 年 7月 14 日（発行日）の募集） 

   バークレイズ・バンク・ピーエルシー第 3回円貨社債(2009) 

    券面総額又は振替社債の総額                 192 億円 
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2012 6 27 FSA CFTC

DOJ

 

 

FSA DOJ

CFTC 2 9,000

EURIBOR
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 2 
 

2012

20
2012

 

5

2012
2012

 

2012

38% 2011 42%
30

 

— —

5
 

Go-To Bank  

 
 

 
 

 2012 46%
52% 26% 70 4,800  

 45 7,900 2011 27 800
2 2,700 2011 18 5,800 PPI

16 2011 10 8 5,000 2011
2 4,600 2011 58 7,900  

 13% 37% 40 6,300
2012 4 43% 2% 25 9,300

 

 7.8% 2011 6.6%
-1.9% 2011 5.8%  

 2011 10 6,100
2% 290 4,300  

 5% 35 9,600 RBB
RBB

RBB  

 3% 161 1,400 4%
24 2,500 3% 185 3,900

16% 20%
39% 2011 47%  

 Tier 1 10.9% 2011 11.0% 1% 3,870
 

 2012
Funding for Lending Scheme 60 280

2012 4 30 Tier2 CCN: Contingent 
Capital Notes  

 440 2011 450  
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2012

12 31
12

2011
12 31

12

2012  
12 31

12  

2011
12 31

12

 %  %
 29,043 28,512 2 24,691 32,292 (24)

 (3,596) (3,802) (5) (3,596) (5,602) (36)
 25,447 24,710 3 21,095 26,690 (21)

 (18,539) (19,180) (3) (20,989) (20,777) 1
 140 60 140 (34)

 7,048 5,590 26 246 5,879
 5,023 4,265 18 (236) 3,951

 

   

 7.8% 6.6% (1.9%) 5.8%
 9.1% 7.9% (2.2%) 6.9%

 1.3% 1.1% (0.1%) 1.0%
 64% 67% 85% 64%

 38% 42% 46% 39%
bps  75 77 75 77

1  34.5p 27.7p (8.5p) 25.1p
1  6.5p 6.0p 6.5p 6.0p

  

Tier1  10.9% 11.0%
 3,870  3,910

 19x 20x
 1,500  1,520

1  438p 456p
1  373p 391p

 110% 118%

   
  7,048 5,590

  (4,579) 2,708
  - 1,130

 
 

 227 (1,858)

PPI   (1,600) (1,000)
  (850) -

  - (597)
  - (94)

  246 5,879
 

   
 2012

12 31
12

2011
12 31

12  

2012  
12 31

12  

2011
12 31

12  
 %  %

 1,472 1,420 4 292 1,020 (71)
 (239) (234) 2 (239) (661) (64)

 468 830 (44) 468 832 (44)
 1,506 1,208 25 1,086 561 

RBB  3,207 3,224 (1) 1,607 1,752 (8)
 4,063 2,965 37 4,063 2,965 37

 551 204 (299) 8 
 4,614 3,169 46 3,764 2,973 27

 315 207 52 315 207 52
 (1,088) (1,010) 8 (5,440) 947 

 7,048 5,590 26 246 5,879 
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2012 6 LIBOR
EURIBOR

 
 

Go-to Bank

 
 

Go-to Bank TRANSFORM
3  

 
1)  
 
2) 

 
 
3) Go-to Bank

 
 

5
3

 
 

2012 2011 70 26%
2012

46 PPI 16
8 5,000 2 4,600  

 
290 2% 36

5% 3% 185
64% 2012

16% 38% 2011 42%
39% 2011 47%  

 
Funding for Lending Scheme 57

440 2012 3 1

National Loan Guarantee Scheme
4

8,300 4  
 

2012 1
500 1,000

3 500 2012 6 8,000
6,400  

 

Tier1 10.9%
3,870 1,500 11 30

 
 

6.6% 7.8%
 

 
2012 6.5  

 
 
1 2012 12 2012 3 http://www.bankofengland.co.uk/markets/Pages/FLS/data.aspx. 
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2012
TRANSFORM

 
 

1

 
 

 
 

 
 

 
 

Go-to Bank  
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 2012 70 4,800 26%

 

 45 7,900 2011 27 800
2 2,700 2011 18 5,800 PPI

16 2011 10 8 5,000 2011
2 4,600 2011 58 7,900  

 7.8% 2011 6.6% RBB
 

 2011 10 6,100
290 4,300 2%  

– 116 3,900 5%
98 1,600

185 18
2011  

– 117 2,200 13% FICC
 

 35 9,600 5%
RBB RBB RBB

 

– 75 2011 77
6% 3%  

 185 3,900 3%  

– 
2 9,000 2011 3 4,500 2011 3 2,500

161 1,400 3%  

– 12 2,300 2011 9 9,500
24 2,500 4% 11 1,700

2011 9 700 39%
2011 47%  

 64% 2011 67%
64% 2011 71%  

 20 2,500 2011 13 2,500 28.7%
2011 23.7% 15 4,300 2011 6 300

4 8,200 2011 19 2,800
PPI 2012

24.5% 2011 26.5%  

 
 2012 4,660 2011 4,790

RBB
 

 1 4,900 5%

 

 630 22

 

 1 438 2011 456 1 373 2011 391
 

 19 2011 20 19 23
16 2011 17  
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 Tier1 10.9% 2011 11.0% Tier1 2% 421

3,870 1%  

 
18 Tier1 Tier1 12

16  

 3,870 1%

 
 2012 4 30 Tier2 CCN

 
 CRD IV Tier 1

CET1 2013 1 1
CET1 10.6%

8.2%  

 
 2012 2012 12 31

LCR 126% NSFR 104%  
 2012 12 31 1,500 2011 1,520

2012 1,500 1,730
2011 1,400 1,670  

 110% 2011 118% RBB
102% 2011 111% 88% 2011

101%  
 2,400 2011 2,650 1

1,010 2011 1,300  
 

2012 270
280 2013 180

FLS
60  

 
 PPI

4 6 2012 12 31
26 16

PPI
PPI  

 IRHP: Interest Rate Hedging Products
FSA

4 4 2012 12 31 8
5,000 3,600

 

 
 2012 1 3.5

2013 3 15 2012 1 6.5  

 
 1 2013 TRANSFORM
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2012

4
2012

3
2012

2
2012

1
2011

4 
 

2011
3 
 

2011
2

2011
1

   

   
 6,696 6,872 7,337 8,138 6,212 7,001 7,549 7,750

 (939) (825) (1,054) (778) (951) (1,023) (907) (921)
 5,757 6,047 6,283 7,360 5,261 5,978 6,642 6,829

 (4,362) (4,341) (4,542) (4,949) (4,414) (4,659) (4,940) (4,842)
 (345) - - - (325) - - -

 44 21 41 34 6 18 19 17
 1,094 1,727 1,782 2,445 528 1,337 1,721 2,004

   
   

 (560) (1,074) (325) (2,620) (263) 2,882 440 (351)
 - - - - 1,130 - - -

 
 

- - 227 - - (1,800) (58) -

PPI  (600) (700) - (300) - - (1,000) -
 (400) - (450) - - - - -

 - - - - (550) - (47) -
 - - - - (32) 3 (67) 2

 (466) (47) 1,234 (475) 813 2,422 989 1,655
 (610) (106) 817 (337) 602 1,366 742 1,241

   
   

 (835) (276) 620 (550) 356 1,153 486 1,012
 225 170 197 213 246 213 256 229

         
1   5.2p  7.5p  8.2p  13.6p  1.2p  6.9p  8.9p  10.7p

  70%  63%  62%  61%  76%  67%  65%  62%
1   (6.8p)  (2.3p)  5.1p  (4.5p)  2.9p  9.7p  4.0p  8.5p

  93%  87%  69%  95%  75%  47%  75%  65%
         
 
 

 
2012

4
2012

3
2012

2
2012

1
2011

4 
 

2011
3 
 

2011
2

2011
1

   

 326 400 412 334 222 494 416 288
 (88) (59) (49) (43) (125) 52 (102) (59)

 138 56 97 177 269 219 195 147
 356 397 404 349 259 378 275 296

RBB  732 794 864 817 625 1,143 784 672
 858 937 1,002 1,266 267 388 977 1,333

 107 98 127 219 37 113 33 21
 965 1,035 1,129 1,485 304 501 1,010 1,354

 115 79 61 60 54 65 42 46
 (718) (181) (272) 83 (455) (372) (115) (68)

 1,094 1,727 1,782 2,445 528 1,337 1,721 2,004
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  2012  2011

  12 31  
 

12 31

   

  11,639 12,201
  8,582 8,622

  3,025 7,660
  817 2,305

  896 1,076
  227 -

  105 1,169
  25,291 33,033

  (600) (741)
  24,691 32,292

  (3,596) (3,802)
  - (1,800)

  21,095 26,690
   

  (10,447) (11,407)
  (6,643) (6,356)

  (669) (673)
  (435) (419)

  (345) (325)

  (18,539) (19,180)
  - (597)

  (1,600) (1,000)
  (850) -

  (20,989) (20,777)
   

  140 (34)
  246 5,879

  (482) (1,928)
  (236) 3,951

   
   

  (1,041) 3,007
  805 944

  (236) 3,951
   

1 EPS    
1   (8.5p) 25.1p

1   (8.5p) 24.0p
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  2012  2011

  12 31  
 

12 31

   

  (236) 3,951
   

   
  (1,578) (1,607)
  546 1,374

  662 1,263
  95 (74)

  (275) 956
   

  (511) 4,907
   

   
  (1,107) 4,576

  596 331
  (511) 4,907
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  2012  2011

  12 31  
 

12 31

   

  86,175 106,894
  1,456 1,812

  145,030 152,183
  46,061 36,949

  469,146 538,964
  40,489 47,446
  425,729 431,934

  176,956 153,665
  75,109 68,491

  3,268 3,384
  4,360  4,563
  570 427

  7,915 7,846
  5,754 7,166
  2,303 1,803

  1,490,321 1,563,527
   

   

  77,010 91,116
  1,573 969

  385,707 366,032
  217,342 207,292

  44,794 45,887
  78,280 87,997

  462,468 527,910
  119,581 129,736

  12,232 12,580
  1,340 2,092

  24,018 24,870
  2,766 1,529

  253 321
  1,427,364 1,498,331

   

   

  53,586 55,589
  9,371 9,607

  62,957 65,196
   

  1,490,321 1,563,527
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2012 12 31   
 

      

2012 1 1  12,380 3,837 39,372 55,589 9,607 65,196
 - - (1,041) (1,041) 805 (236)

 - (1,319) - (1,319) (259) (1,578)
 - 502 - 502 44 546

 - 657 - 657 5 662
 - - 94 94 1 95

 - (160) (947) (1,107) 596 (511)
 97 - 717 814 - 814

 - (979) - (979) - (979)
 - 946 (946) - - -

 - - (733) (733) (694) (1,427)
 - - 2 2 (138) (136)

2012 12 31  12,477 3,644 37,465 53,586 9,371 62,957
      

2011 12 31       

2011 1 1  12,339 1,754 36,765 50,858 11,404 62,262 

 - - 3,007 3,007 944 3,951 

 - (1,009) - (1,009) (598) (1,607)
 - 1,380 - 1,380 (6) 1,374 

 - 1,290 - 1,290 (27) 1,263 

 - - (92) (92) 18 (74)

 - 1,661 2,915 4,576 331 4,907 

 41 - 838 879 - 879 

 - (165) - (165) - (165)
 - 499 (499) - - - 

 - - (660) (660) (727) (1,387)
 - - - - (1,415) (1,415)

 - 88 13 101 14 115 

2011 12 31  12,380 3,837 39,372 55,589 9,607 65,196 
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 2012  2011

 12 31  
 

12 31

  
 246 5,879

 12,541 8,193
 (24,987) 16,693

 (1,516) (1,686)
 (13,716) 29,079
 (7,099) (1,912)
 (2,842) (5,961)

 (4,109) (2,933)
 (27,766) 18,273

 149,673 131,400
 121,907 149,673
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  2012 2011  

 
12 31 12 31

 
   %

  619 1,177 (47)
  3,262 3,026 8 

  7,315 5,264 39 
  526 868 (39)

  11,722 10,335 13 
  (460) (93)  

  11,262 10,242 10 
    

  (7,249) (7,289) (1)
    

  50 12  
  4,063 2,965 37 

    
  4,063 2,965 37 

    

   
  1,450 1,586   

  762 831   
  10,748 11,584   

  5,679 6,040   
  1,780 1,867   

DVaR 95%   38 57   
  24,000 23,600  

    
   

 
2012

12 31
2011

12 31
2012  

12 31
 

2011
12 31

 13.7% 10.4% 13.7% 10.4%
 1.5% 1.2% 1.5% 1.2%

 62% 71% 62% 71%
 64% 71% 64% 71%

 39% 47% 39% 47%
1  494 429 494  429
bps  30 8 30 8
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 2012 2011
2012

4
2012

3  
2011

4  

 %   

 
%  %

 7,403 6,325 17 1,458 1,581 (8) 971 50
 1,991 1,751 14 484 534 (9) 305 59
 2,123 2,027 5 626 487 29 506 24

 205 232 (12) 25 31 (19) 36 (31)
 11,722 10,335 13 2,593 2,633 (2) 1,818 43

2012 2011  

 37% 40 6,300  

 13% 117 2,200  

– FICC 17% 74
300

 

– 14% 19 9,100

 

– 5% 21 2,300

8%  

 4 6,000 2011 9,300
ABS CDO 2 3,200

2 2,300  

 1% 72 4,900 3% 16 9,300
2 1,000

1 9,300 55 5,600
2011 55 71,700  

 64% 2011 71% 60% 65%
39% 2011 47%  

 13.7% 2011 10.4% 1.5% 2011 1.2%  

 6% 5,679
 

 39% 93 1,000
54 3,600 4 5,900

4,400  

 5% 1,780

 

2012 4 2012 3  

 8% 8 5,800  

 2% 25 9,300 FICC 8%
9% 29%  
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– FICC 8% 14 5,800

 

– 9% 4 8,400
 

– 29% 6 2,600 2012 4

 

 ABS CDO 1 1,400 2012 3 2,300
 

 3%  

 10% 5,679
283  

2012 4 2011 4  

 5 9,100 8 5,800  

 2011 4 43% 25 9,300 FICC 50%
59% 24%  

– FICC 50% 14 5,800

 

– 59% 4 8,400 2011 4
 

– 24% 6 2,600
 

 ABS CDO 1 1,400 2011 4 9,000
 

 2011 4 12%  
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  2012  2011  

 
12 31  

 
 

12 31  
 
 

   %
 1,870 2,155 (13)

 955 1,005 (5)
 65 (99) 

 23 29 

 5 18 

 2,918 3,108 (6)
 (872) (1,147) (24)

 2,046 1,961 4
   

 (1,505) (1,759) (14)
 - (123) 

 (850) - 

 (2,355) (1,882) 25
   

 10 (71) 

 (299) 8 

   

1 551 204 

   

   

 629  669  

 176  172  

 971  852  

 863  912  

 680  728  

 10,300 11,200 

    
 1  

 

2012
12 31

2011  
12 31  

 
 

2012  
12 31  

 
 

2011
12 31

 5.5% 1.7% (3.7%) (1.0%)
 0.6% 0.2% (0.3%) (0.1%)

bps  128 156 128 156
 52% 57% 81% 61%

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 2011 1 2,300 8 5,000
2011 2011 7300  
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2012 12 31    
   

 2,234 313 371 2,918
 (285) (542) (45) (872)
 (1,041) (152) (312) (1,505)

 (850) - - (850)
 2 - 8 10

 60 (381) 22 (299)
    

 910 (381) 22 551
    

    
 515 65  49  629
 176 - - 176

 790 82  99  971
 499 105  76  680

     
2011 12 31      

     
 2,199 440 469 3,108

 (355) (716) (76) (1,147)
 (1,099) (248) (412) (1,759)

 - (123) - (123)
 2 - (73) (71)

 747 (647) (92) 8
    

 747 (524) (19) 204
     

     
 506 112  51  669
 172 - - 172

 699 56  97  852
 499 154  75  728
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 2010 2011
 

 9
119  

2012 2011  

 7,100 2011 1 1 00
3 4,700 5 5,100

8 5,000
2 9,900 2011 800  

– 22% 9 1,000
1 8,200

8 5,000 6 8,700 6,000  

– 2 6,600 3 8,100
3 3,700 2011 4 8,000

 

– 4,100 2,200
1 1,400 2,200

2011  

 13% 18 7,000
 

– 22 124
 

– 32 114
 

– 15 109

 

 24% 8 7,200 128 2011 156
 

– 1 7,400 5 4,200
 

 14% 15 500
52% 2011 57%  

 5.5% 2011 1.7% 3.7% 2011
1.0%  

 6 49
863

 

 14% 971
 

 7% 680
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2012 4 2012 3  

 2012 4 1,000 2012
3 600 9% 1 700  

– 5% 7 1,300
 

– 13%
 

–  

 4 2012 3 2
9,300 2012 3 9,800  

 1% 629
6% 971  
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  2012  2011  

 
12 31

 
12 31

 
   %

 853 798 7
 946 943 -

 16 5 

 - (2) 

 1,815 1,744 4
 (38) (41) (7)

 1,777 1,703 4
  

 (1,463) (1,493) (2)
  

 1 (3) 

 315 207 52
  

 315 207 52
    

    
 212  188   

 538  465   
 237  209   

 158  131   
 1,860  1,642   

 7,900 8,100  
    
   

 
2012

12 31
2011  

12 31
 

2012  
12 31

 

2011
12 31

 13.9% 10.9% 13.9% 10.9%
 2.0% 1.5% 2.0% 1.5%

 81% 86% 81% 86%
bps  17 21 17 21
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 2012
5 3  

  

  

2012 2011  

 4% 18 1,500  

 7% 8 5,300
7 122

 

– 16% 538  

– 13% 212  

 9 4,600 2011 9 4,300
 

 2% 14 6,300
 

 52% 3 1,500 13.9% 2011 10.9%  

 13% 1,860 2011 1,642
 

 21% 158
 

2012 4 2012 3  

 46% 1 1,500  

– 9% 4 8,100 4
 

– 3 5,400 2012 3 3 5,800  

 5% 1,860 2012 3 1,776
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2012

4
2012

3
2012

2
2012

1
2011

4 
 

2011
3 
 

2011
2

2011
1

 
  

   
 1,086 1,130 1,128 1,077 1,129 1,273 1,170 1,084

 (71) (76) (46) (76) (156) (105) (131) (144)

 1,015 1,054 1,082 1,001 973 1,168 1,039 940
 (693) (654) (671) (666) (752) (675) (622) (653)

 4 - 1 (1) 1 1 (1) 1
 326 400 412 334 222 494 416 288

   
PPI  (330) (550) - (300) - - (400) -

 (4) (150) 412 34 222 494 16 288
 

    

         
 210 219 243 243 247 375 309 295

 (95) (76) (85) (72) (83) (62) (47) (69)

 115 143 158 171 164 313 262 226
 (207) (204) (211) (217) (291) (263) (368) (289)

 4 2 4 3 2 2 4 4
 (88) (59) (49) (43) (125) 52  (102) (59)

   
 - - - - (427) - - -

 (88) (59) (49) (43) (552) 52  (102) (59)
 

    

    
 767 765 795 830 861 940 906 864

 (145) (180) (214) (107) (88) (108) (126) (144)

 622 585 581 723 773 832 780 720
 (489) (531) (485) (548) (505) (613) (586) (575)

 5 2 1 2 1 - 1 2
 138 56 97 177 269 219 195 147

   

 - - - - - 2 - -
 138 56 97 177 269 221 195 147

 
    

    
 1,098 1,046 1,036 990 983 1,140 1,012 960

 (265) (254) (228) (232) (271) (340) (344) (304)

 833 792 808 758 712 800 668 656
 (483) (402) (412) (418) (458) (430) (400) (371)

 6 7 8 9 5 8 7 11
 356 397 404 349 259 378 275 296

         
PPI  (270) (150) - - - - (600) -

 - - - - - - (47) -
 86 247 404 349 259 378 (372) 296
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2012

4
2012

3
2012

2
2012

1
2011  

4 
 

2011  
3 
 

2011
2

2011
1

   

    
 1,458 1,581 1,968 2,396 971 1,438 1,715 2,201
 484 534 423 550 305 338 563 545

 626 487 501 509 506 389 520 612
 25 31 140 9 36 89 99 8

 2,593 2,633 3,032 3,464 1,818 2,254 2,897 3,366
 

 
(114) (23) (248) (75) (90) (114) 80 31

 2,479 2,610 2,784 3,389 1,728 2,140 2,977 3,397
 (1,636) (1,680) (1,788) (2,145) (1,458) (1,758) (2,006) (2,067)

 15 7 6 22 (3) 6 6 3
 858 937 1,002 1,266 267 388 977 1,333

 

    

    
 713 678 703 824 710 830 817 751

 (237) (210) (218) (207) (252) (283) (327) (285)

 476 468 485 617 458 547 490 466
 (375) (376) (357) (397) (422) (436) (459) (442)

 6 6 (1) (1) 1 2 2 (3)
 107 98 127 219 37 113 33 21

   
 - - - - (123) - - -

 (400) - (450) - - - - -
 - - - - (9) - (64) -

 (293) 98 (323) 219 (95) 113 (31) 21
 

    

    
 481 442 441 451 449 447 426 422

 (13) (6) (12) (7) (10) (12) (9) (10)

 468 436 429 444 439 435 417 412
 (354) (358) (367) (384) (384) (369) (375) (365)

 1 1 (1) - (1) (1) - (1)
 115 79 61 60 54 65 42 46

 

     

     
 (252) (41) (41) 259 15 (258) 12 8

 
 

1 - (3) (2) (1) 1 (3) 4

 (251) (41) (44) 257 14  (257) 9 12
 (125) (136) (251) (174) (144) (115) (124) (80)

 (345) - - - (325) - - -
 3 (4) 23 - - - - -
 (718) (181) (272) 83 (455) (372) (115) (68)

   
 (560) (1,074) (325) (2,620) (263) 2,882 440 (351)

 
- - 227 - - (1,800) (58) -

 - - - - 1,130  - - -
 - - - - (23) 1 (3) 2

 (1,278) (1,255) (370) (2,537) 389 711 264 (417)
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 25 
 

 

 

2012
 

 

 2011 16% 26%  

 2011 20% 37%  

 2010 13 38% 23%
2010 13 48% 7%  

 2011
2012

LIBOR PPI
 

 2012 38% 2011 42%

 

 1 13% 13,300 1
17% 54,100 1

8% 4,800  

 FSA Remuneration Code
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2012

12 31
2011

12 31
2012  

12 31
 

2011  
12 31

 
 %   %

 852 832 2  399 381 5
 15 66 (77)  6 3 100
 867 898 (3)  405 384  5

     
 489 618 (21)  447 576 (22)
 498 634 (21)  446 576 (23)
 987 1,252 (21)  893 1,152 (22)

     
 1,854 2,150 (14)  1,298 1,536 (15)

     
 314 428 (27) 96 201 (52)

    
 2,168 2,578 (16)  1,394 1,737 (20)

     
 7,048 5,590 26  4,063 2,965 37

     
 

1 
20% 29%  23% 35% 

 53% 58%  69% 75% 
 139,200 141,100 (1)  24,000 23,600 2

1  13,300 15,237 (13)  54,100  65,085  (17)

 

 
  

       
   

 2012
12 31  

2011
12 31

2012  
12 31  

2011  
12 31  

    
 %   %
2012  2,168 2,578 (16) 1,394 1,737 (20)

2012  (987) (1,252) (21) (893) (1,152) (22)
 

 
1,223 995 23 1,117 907 23

2 21 206 (90) 75 248 (70)
 2,425 2,527 (4) 1,693 1,740 (3)

 
 

 

 

 2012 2011 16%
4%  

 

 

 

1  
2  



-	53	-

 

 

 

   

 27 
 

 

 

 

 
2012

12 31
2011  

12 31  
 

  
  %

 2,425 2,527 (4)
 5,981 6,277 (5)

 105 167 (37)
 685 716 (4)
 590 727 (19)

 9,786 10,414 (6)
   

 34 76 (55)
1 627 917 (32)

 661 993 (33)
   

 10,447 11,407 (8)
 

  

 38% 42% 
 

 

 8% 104 4,700 5% 19%
 

 5% 59 8,100  

 19% 5 9,000
 

 4% 24 2,500
12 200 22%

12 2,300 23%  

 38% 2011 42%
 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1  



-	54	-

 

 

 

   

 28 
 

1 
 
 

 
 2 

 

2011
12 31

2012
12 31

 

2013  
12 31

 
2014

   
   

2009  405 153 18 -
2010  590 404 147 21
2011  - 666 386 183
2012  - - 512 431

 995 1,223 1,063 635
   

  
2009  365 143 17 -
2010  542 374 134 19
2011  - 600 347 164
2012  - - 463 384

 907 1,117 961 567
 
 

    
  3 4 

 • 2013 2  • 2013 2  • 2012  
 • 2013 2 3  • 2013 2 2013 9  • 2012  
 • 2013 3  • 2014 3 33.3%  • 2013 48%  

  • 2015 3 33.3%  • 2014 35%  
  • 2016 3 33.3%  • 2015 15%  
   • 2016 2%  

 • 2013 3  • 2014 3 33.3%  • 2013 48%  
  • 2015 3 33.3%  • 2014 35%  
  • 2016 3 33.3%  • 2015 15%  
   • 2016 2%  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1  
2 2013 2014  
3 

10%  
4  
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10% 2012
12 31 Tier1 10.9%

 

 
  

 

2012
12 31

2011
12 31

2012  
12 31  

 

2011
12 31

 % % % %
RBB 16.0 14.9 3.1 10.6
RBB (8.0) (6.0) (8.0) (21.8)

RBB 3.8 9.7 3.8 9.8
 22.1 17.4 15.2 6.8

 13.7 10.4 13.7 10.4
 5.5 1.7 (3.7) (1.0)

 13.9 10.9 13.9 10.9
 12.1 9.4 8.0 6.4

 (4.3) (2.8) (9.9) (0.6)
 7.8 6.6 (1.9) 5.8

  
   

 % % % %
RBB 30.5 28.6 5.9 20.3
RBB (9.2) (7.9) (9.2) (29.0)

RBB1 7.6 16.2 7.6 16.3
 29.7 23.0 20.5 9.0

 14.2 10.8 14.2 10.8
 5.8 1.8 (3.9) (1.0)

 19.2 15.0 19.2 15.0
 14.2 11.5 9.5 8.0

 (5.1) (3.6) (11.7) (1.1)
 9.1 7.9 (2.2) 6.9

   
   
  

RBB 6,940 6,821 3,634 3,562
RBB 2,278 2,703 1,984 2,032

RBB 2,511 2,625 1,067 1,034
 4,666 4,634 3,472 3,503

 20,437 20,501 19,732 19,750
 7,026 7,450 6,676 6,959

 1,961 1,723 1,415 1,259
2 8,939 5,356 8,939 5,352

3 54,758 51,813 46,919 43,451
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 RBB  
2  
3 
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2012  

12 31
 

2011
12 31

  

RBB   

-  6,723 6,983
-  3,093 2,866

 9,816 9,849
RBB   

- 1 989 1,168
- 2 231 824
-  118 148
RBB  11,154 11,989

 619 1,177
 (134) (965)

 11,639 12,201
 

 5 6,200 116 3,900 2011
122 100 15 4,000 17

3,700 10 6,100 2011
2011

RBB
 

RBB  

 

 

 98 1,600 2011 98 4,900
 

 RBB RBB
2.11%

2011 2.19%  

 RBB
1.09% 2011 1.06%  

 

 13 3,800 37%

 

 9 8,900 2011 11 6,800

2013  

 2011 RBB
2 3,100 2011  

8 2,400  

 
 
 
 
 
 
1 

 
2 
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 31 
 

 

 1 3,400 2011 9 6,500
 

 
47% 6 1,900  

 7 4,800 2011 21
900 5 1,700 2011 12 8,500

 

 
 RBB

1.85% 2011 2.03%

 

 3.50% 2011 3.77%  

 

 RBB RBB RBB1
 

1 

 
 
 
 

RBB

2012 12 31  % % % % % % %
 1.07 0.83 3.26 9.39 1.14 0.65 2.11
 0.97 0.38 2.34 (0.60) 1.09 1.12 1.09

        
 1.03 0.71 2.90 9.01 1.11 0.99 1.63

 0.34 0.37 0.22 (0.55) 0.13 0.23 0.22
        

 1.37 1.08 3.12 8.46 1.24 1.22 1.85
        

 124,275 40,790 34,108 32,452 67,494 19,670 319,789
 111,753 14,824 22,085 1,286 83,149 50,155 283,252

        
2011 12 31         

 1.22 0.87 2.92 9.52 1.46 0.77 2.19
 0.87 0.65 2.76 - 0.94 0.99 1.06

        
 1.05 0.81 2.86 9.52 1.19 0.93 1.67

 0.46 0.47 0.36 (0.08) 0.27 0.36 0.36
        

 1.51 1.28 3.22 9.44 1.46 1.29 2.03
        

 118,503 43,749 37,944 30,289 70,398 17,546 318,429
 107,761 17,702 23,531 - 77,372 44,536 270,902

 

 

 

 

 

1 RBB 2011
17 3,100 67 4,000

1 1,800 1.46% RBB
7 9,800 RBB 3.22%

3.07% 2011 2.03% 2.04%  
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 2012  2011

 
12 31  

 
12 31

Tier 1  10.9% 11.0%
Tier 1 13.3% 12.9%

 17.1% 16.4%
  

  

 53,586 55,589
1 804 (2,680)

1 (417) 803
Tier 2 1 (110) (828)

 (2,099) (1,442)
  

 9,371 9,607
- Tier 1 -  (6,203) (6,235)
- Tier 2  (547) (573)

 (171) (138)
  

  

1 (2,445) (1,241)
1 (7,622) (7,560)

50%1 (648) (506)
50% (1,206) (1,577)

 (172) (153)
Tier1  42,121 43,066

  

Tier 1   

 6,203 6,235
Tier 1 2 509 530

 2,866 2,895
  

  

50% (241) (2,382)
50% 176 129

Tier 1  51,634 50,473
  

Tier 2   

 1,625 1,657
 14,066 15,189

Tier 2  547 573
1 39 25

1 110 828
 2,002 2,385

  

Tier 2   

50% (241) (2,382)
50%  (824) (635)

50% (1,206) (1,577)
  

  

 (1,139) (1,991)
 (550) (597)

 66,063 63,948

  

1  
2 Tier1  
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Tier1  2012  2011
  
1 1 Tier1  43,066 42,861
  

 (236) 3,951
 3,484 (2,059)

 (1,427) (1,387)
 1,821 505

  
 –  (165) 714

 (1,578) (1,607)
 - 749

 33 128
 (1,710) 16

  
  

1 (1,204) (1,340)
1 (62) 766

50%1 (142) (238)
50% 371 783

 (19) (255)
12 31 Tier1  42,121 43,066

 Tier 1 1% 3,869 Tier 1 9 421
10.9% 2011 11.0%  

 
18 Tier 1

Tier 1  

– 2012 4 5
12  

– 
16  

 21
Tier 2 27 30

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1  
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VaR
VaR 

 
 
   

2012 12 31      
RBB 1,163 - 31,096 - - - - -  6,524 38,783
RBB 5,727 - 9,157 - 3 - - -  2,225 17,112

RBB 6,217 5,778 10,580 - 7 - - -  4,426 27,008
 16,641 - 13,442 - - - - -  6,381 36,464

 9,530 3,055 47,991 25,127 4,264 25,396 22,497 15,429  24,730 178,019
 25,744 3,430 31,743 500 - - - -  6,556 67,973

 
11,540 317 593 - 199 - - -  3,184 15,833

 
 

205 - 5,301 - - - - -  160 5,666

 76,767 12,580 149,903 25,627 4,473 25,396 22,497 15,429  54,186 386,858

     
2011 12 31      

RBB 1,193 - 27,896 - - - - -  4,867 33,956
RBB 6,147 - 9,691 - 2 - - -  1,596 17,436

RBB 8,840 6,615 11,452 - 6 - - -  3,376 30,289
 15,262 - 14,167 - - - - -  4,757 34,186

 11,395 2,882 47,937 32,570 4,792 27,823 26,568 17,560  15,173 186,700
 30,826 2,926 34,338 561 - - - -  4,191 72,842

 
10,262 297 834 - 153 - - -  1,530 13,076

 
 

833 - 1,431 - - - - -  250 2,514

 84,758 12,720 147,746 33,131 4,953 27,823 26,568 17,560  35,740 390,999
 

 

 

 
2012 1 1  3,910

 387
 (284)

 (113)
 (31)

2012 12 31  3,869
 

 387  

– 
184  

– VaR
120  

– 47  

– 28  
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 –  
 

 

   

 35 
 

 284  

– 42
10 246

 

– 
69  

– 22  

 113  

 31  
 

 

2012  
12 31  

 

2011
12 31

  

1 1,490,321 1,563,527
 (387,672) (440,592)

 (46,855) (51,124)
 (71,718) (61,913)

 (7,915) (7,846)
2 (1,494) (1,681)

 974,667 1,000,371
Tier 1  51,634 50,473

 19x 20x
 16x 17x

 24x 24x
 21x 22x

 

 

  

 Tier 1 2.3% 516 2.6% 975
19 2011 20  

 2012
19 23 2011 20 23  

 862 2011 1,069
17 2011 18

16 2011 17  

 24 2011 24
24 28 2011 24 28

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
1 1,500 2011 12 31 :1,520  
2  
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 36 
 

 

 
 

  

– 
 

– 
 

– 39  

– 
39  

 

 

 2012
13% 590  

– 12% 481

 

– 29% 50  

 

 

 

 
 

– 

 

– 

 

– 
 

 
OCI  

 1 i ii
 

 2

 

1  
2 2012 12 31 7 2011 8
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2012  
12 31  1   
    

 1,690 1,488 4,135 13,305 2,428 23,046  31,956 3,301
 2,669 528 1,962 15,591 1,936 22,686  32,990 3,082

 637 48 1,958 3,474 1,783 7,900  8,769 2,588
 11 3,768 1,127 112 83 5,101  10,251 1,644

 8 - 106 44 26 184  300 131
 1 - 61 8 9 79  1,267 5

       
2011  
12 31        

 2,530 987 5,345 14,654 3,031 26,547  35,307 3,842
 3,493 669 2,918 15,934 2,335 25,349  34,189 3,140

 810 51 3,295 3,651 2,053 9,860  10,747 2,536
 244 4,311 977 94 86 5,712  12,298 1,582

 15 - 128 51 2 196  316 127
 14 2 67 5 18 106  1,215 26

 

 2012
29% 50  

– 33% 17
 

– 24% 27
 

 
5% 325  

 17% 63
 

 
27% 93  

 5 5
1 58 3%  

 
10  
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1   2012  
12 31     

 3,746 5,345 3,905 2,607 121 15,724 58,970 7,712
 277 4,454 4,945 27 1,734 11,437 62,016 6,604

 3,503 4,437 2,002 16 92 10,050 28,546 2,205
 13 1,481 704 151 49 2,398 6,366 812

 2,548 284 239 9 6 3,086 10,553 1,525
 1,047 228 187 5 - 1,467 3,930 127

 1,044 209 140 3 - 1,396 9,120 461
 210 9 24 26 41 310 649 25

      
2011  
12 31  

     

 4,189 4,969 4,232 2,796 260 16,446 60,342 8,121
 3,444 2,570 2,963 14 1,551 10,542 62,017 6,623

 244 4,596 1,807 14 4 6,665 23,806 1,899
 - 1,842 809 103 85 2,839 6,499 765

 2,033 42 282 10 - 2,367 13,312 881
 134 360 237 5 2 738 3,672 119

 298 47 43 3 - 391 12,974 447
 202 3 35 32 43 315 634 49

 

 2012 14% 459
 

– 17% 124
44 30

 

– 14% 164 17% 121
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1  
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2012 12 31    
   

       
-  165 289 119 33 1 -
-  (149) (223) (109) (43) (1) -

 16 66 10 (10) - -
   

   
-  (2,550) (3,943) (1,118) (1,006) (4) -
-  2,412 3,570 1,020 1,060 4 -

 (138) (373) (98) 54 - -
   

 
(122) (307) (88) 44 - -

   
2011 12 31    

 
(157) (374) (26) (49) - 19

 

 
 

  

  

 

 

 
2012 12 31 3,300

2011 12 31 4,100  

 
 1

 

 

 

 2012
3

LTRO 82
121 19 69

33 120 96  
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1 
 

 2012 12 31  

 

2012
12 31

2011
12 31

2012
12 31

2011
12 31

 
 

 
 

ABS CDO  2,243 2,844 1,387 1,842 (33) (232) (265)
Alt-A2 1,129 2,134 698 1,381 83 (22) 61

  
  

 4,411 8,228 2,727 5,329 115 - 115
CMBS2 411 1,578 254 1,022 154 - 154

CMBS - 14 - 9 - - -
  

  
3 5,732 6,278 3,544 4,066 (54) 11 (43)

SIVs SIV–Lite CDPC - 9 - 6 (1) - (1)
CLO  956 1,729 591 1,120 (29) - (29)

CLO 2 176 596 109 386 52 - 52
  

 15,058 23,410 9,310 15,161 287 (243) 44
 

 2012 58 5,100 93 1,000
54 3,600 4 5,900

4,400
54 3,600  

– 8 8 9,800 11 3,100 100% 8
5,700 13 3,800 9 3 4,100 5 5,000

24 9,700  

– CMBS 8 8,500  

– Alt-A 6 9,300  

– 3 4 7,000  

– CLO 4 4,900  

– CLO 3 1,700  

 ABS CDO
2012 12 31 9 2,200 30 5,900

2011 12 31 9 1,700 33 5,000
 

 

 

 
 
 
 
 
1  
2 7 1,900 2011 22 7,200

Alt-A3 5,200
2011 9 6,500 CMBS2 5,800 2011 9 2,100 CLO 1 900 2011 3 8,600

 
3 2 200 2011 1 8,000  
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 DVaR

 

 DVaR 1 95%
2  

 DVaR 3 2011 DVaR
300 10% 200 8% 300 18%

DVaR DVaR 1,900 33%  

 2012 DVaR  

 

 2012 12 31   2011 12 31  
DVaR(95%) 1 1   1 1

    
 26 44 18 29 48 17

 23 31 17 25 40 17
 14 23 7 17 48 8

 11 21 5 6 6 6
 9 19 4 18 34 9

 6 9 4 12 18 7
 6 10 2 5 8 2

 3 7 2 4 9 2
2 (60) na na (54) na na

DVaR  38 75 27 57 88 33
   

3 47 91 30 71 113 43
   
3W4 77 138 44 121 202 67
 

 
FSA

DVaR  

 DVaR 99%
DVaR FSA

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 DVaR DVaR DVaR DVaR

DVaR DVaR  
2 2011 DVaR 2011

VaR  
3 95% DVaR 1  
4 1 3  
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2012 12 31
 

12 90 91  
 

  
 2012  2011
 12 31  12 31
  

 71 216
 159 230

 104 116
PPI  986 565

 814 -
 200 140

 432 262
 2,766 1,529

 

PPI  

2011 FSA
2011 5 PPI 10 2012 3

3 2012 9 7 2012 12 6 PPI 26
2012 12 31

16 10  

2012 12 31 110 1 2012 5
 

2012 8 2005 75
12 31 10

2013 6  

39%
PPI 1 2,750

8%  

 

  – 
 

  –  

  –  

  –  

 
 

2012 12 31
 

 
 
 
 
 
1 1  

2  
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 2012 12 31  

1, 110 45  5  = 4,400

 10 65  

 27% 29% 1% = 900
2 39% 53% 1% = 1,100

1 2 2,750 2,000  £100 = 4,100
1 1 PPI  

2 2  

 

 

2012 6 29 FSA
2012

FSA 2012 1 31

4,000 3,000
 

2012 6 30 4 5,000
2012 12 31 4

FSA
2012 12 31 2012

3,600 8 1,400  

 

  

  

  

 

 
17 94 97  

 

2009 9 15
LBHI SIPA

3
2008 9 BCI

LBI
BCI

BCI LBI BCI BCI

60 2009 11 16 LBHI BCI

2010 1 29 BCI LBHI LBI

45 28
2012 12 31 30 19

2012 12 31
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15 9
 

2011 2 22 60
BCI 2011 7 15

LBHI
60 2012 6 5

1
2012 7 17

2  

 

 11 7  

 
ETD ETD 5 700 3

LBI
 

 LBI
LBI 15c3-3 7 6,900 5  

ETD
ETD

LBI ETD 5 700 3 LBI
15c3-3 7 6,900 5

2012 10 LBHI

ETD
ETD 5 700 3 LBI 15c3-3

7 6,900 5
9 5 LBHI

ETD 5 700
LBI 15c3-3 7 6,900
4 2 ETD

 

 

2010 2 12 2006 2008
2 3 4 5 ADS

1933 11 12(a)(2)
15 2011 1 5 2011 1 7

2011 2 4
2011 5 31

2 2012 10 18  

ADS
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FHFA 2 GSE
GSE RMBS 17

RMBS
BCI 2005 2007 RMBS

2
 

RMBS GSE RMBS
RMBS

HSH AG
DZ AG

ABP SA/NV

 

FHFA
RMBS 85 27 2012 12 31

RMBS 2012 12 31 4
2012 12 31 RMBS

RMBS RMBS
2012 12 31 RMBS 16

BCI RMBS
2

 

 

2009 1 13
ISDA 2

2011 9 7
5 3,300

5
 

LIBOR  

LIBOR
2011 4 15

LIBOR
RICO

RICO 3 LIBOR
LIBOR LIBOR

LIBOR LIBOR
 

2012 4 30 LIBOR
SDNY

TIBOR
2006 2010 TIBOR LIBOR

 

2012 7 6 EURIBOR EURIBOR
SDNY 2005 1 1 2009 12 31
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EURIBOR 2012 8 23
 

EURIBOR
 

LIBOR SDNY
2006

2011

LIBOR 2007 7 10
2012 6 27

1934 10(b)
20(a)  

 

18  

 

 

 
18 97 99  

 

 

 

 

2013 2 4
ICB i

EEA
ii

3

2015 5
2019 1  
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FSA CFTC DOJ-FS

LIBOR EURIBOR
 

2012 6 27 FSA CFTC DOJ-FS 2 9,000
2012

FSA DOJ NPA CFTC EURIBOR

 

FSA 5,950 FSA FSA
FSA

NPA CFTC NPA CFTC DOJ CFTC
 

CFTC 2 LIBOR
EURIBOR

CFTC  

  

  

  

  

 CFTC CFTC  

  

 CFTC  

NPA 1 6,000 DOJ DOJ
DOJ NPA

LIBOR EURIBOR
NPA 2012 6 26 2  

  

 DOJ
NPA

 

 
DOJ  

 
DOJ  

NPA DOJ

 

 

17  
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P43  

FERC  

FERC 2006 2008
2012 10 31 FERC

FERC
2006 11 2008 12 FERC

FERC 4 3,500
3,490

 

 

FSA
2008 6 11 FSA

4 FSA
2012 7 2012 8  

2012 10 DOJ
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 

 

 以下は、バークレイズ・バンク・ピーエルシーの事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移である。 

なお、以下の情報は、2012年３月９日に公表されたバークレイズ・バンク・ピーエルシーの2011年度年次

報告書（アニュアル・レポート）からの抜粋である。 

 

１．事業内容の概要 

 

ＵＫリテール・アンド・ビジネス・バンキング 

 

 ＵＫリテール・アンド・ビジネス・バンキング（以下「ＵＫ RBB」という。）は、当座預金、貯蓄

預金及びウールウィッチブランドのモーゲージを提供する英国における有数の大手銀行である。ＵＫ 

RBBはまた、無担保ローン、一般保険、バンキング及び送金サービスを中小企業に提供している。 

 

ヨーロッパ・リテール・アンド・ビジネス・バンキング 
 

 ヨーロッパ・リテール・アンド・ビジネス・バンキングは、スペイン、イタリア、ポルトガル及

びフランスにおいてクレジットカードを含むリテール・サービスを提供し、様々な販売網を通じて

中小企業に事業者向け貸付を提供している。 

 

アフリカ・リテール・アンド・ビジネス・バンキング 
 

 アフリカ・リテール・アンド・ビジネス・バンキング（以下「アフリカRBB」という。）は、アフ

リカ及びインド洋の各地でリテール、コーポレート及びクレジットカードのサービスを提供してい

る。アフリカRBBは、かつてバークレイズ・アフリカ及びアブサとして報告されていた事業を統合し

たものである。 

 

バークレイカード 
 

 バークレイカードは、消費者及び法人顧客に対し、クレジットカード及び消費者向貸付を含む国

際的な決済サービスを提供している。 

 

バークレイズ・キャピタル 
 

 バークレイズ・キャピタルは、バークレイズの投資銀行業務部門であり、大企業、各国政府及び

機関投資家に対し戦略的アドバイス、資金調達及びリスク管理のニーズに応じたあらゆる分野のソ

リューションを提供している。 
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バークレイズ・コーポレート 
 

 バークレイズ・コーポレートは、英国及び世界各地で、大企業、金融機関及び多国籍企業を対象

に総合的なバンキング・ソリューションを提供している。 

 

バークレイズ・ウェルス 
 

 バークレイズ・ウェルスは、バークレイズの資産管理部門である。当事業部門は、世界各国のプ

ライベート顧客及び仲介代理店顧客に焦点を合わせ、インターナショナル・バンキング及びプライ

ベート・バンキング、投資運用、信託業務、並びに委託売買業務を提供している。 

 

インベストメント・マネジメント 
 

 インベストメント・マネジメントは、当グループのブラックロック・インクに対する経済的持分、

及び2009年12月１日に売却されたバークレイズ・グローバル・インベスターズに関連する残務を管

理している。 

 

本社機能及びその他の事業 
 

 本社機能及びその他の事業は、本社機能及び本部サポート機能、移行事業及び連結調整から構成

される。 
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２．主要な経営指標等の推移 

 別紙に記載。 
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（別紙） 

過去５年間の主要な経営指標 

【主要な経営指標等の推移】 
 

2007年度、2008年度、2009年度、2010年度及び2011年度の主要な経営指標（IFRSに基づく） 
バークレイズ・バンク・ピーエルシー 

 

 当グループ 

 2011年 2010年 2009年 2008年 2007年 

 （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド）

損益計算書からの 

抜粋データ（注１） 

  
   

保険金控除後の収益合計 32,382 31,450 29,094 23,069 23,031 

税引前利益（注２） 5,974 6,079 4,559 6,035 7,107 

税引後利益（注２） 4,046 4,563 10,289 5,249 5,126 

      

貸借対照表からの 

抜粋データ 
     

非支配持分を除く 

株主資本 62,078 59,174 55,925 41,202 29,872 

資産合計 1,563,402 1,490,038 1,379,148 2,053,029 1,227,583 

      

キャッシュフロー計算書 

からの抜粋データ 
     

営業活動からの 

キャッシュ純額 28,868 17,722 41,421 32,870 (10,198)

投資活動からの 

キャッシュ純額 (1,912) (5,627) 12,260 (8,755) 10,016 

財務活動からの 

キャッシュ純額 (5,750) 1,123 (610) 13,117 3,512 

現金及び現金同等物 

─期末現在 149,673 131,400 114,340 64,509 33,078 

      

その他      

平均従業員数（注３） 149,700 151,300 153,800 151,500 128,900 
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（続き） 

 

 当行 

 2011年 2010年 2009年 2008年 2007年 

 （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド） 
損益計算書からの 

抜粋データ（注１） 
         

保険金控除後の収益合計      

税引前利益（注２）      

税引後利益（注２）      

      

貸借対照表からの 

抜粋データ 
     

非支配持分を除く 

株主資本 50,759 50,045 47,831 33,879 22,917 

資産合計 1,602,603 1,536,290 1,399,428 1,987,542 1,105,807 

      

キャッシュフロー計算書 

からの抜粋データ 
     

営業活動からの 

キャッシュ純額 26,250 13,075 26,953 41,436 (12,878)

投資活動からの 

キャッシュ純額 (475) (5,422) 24,287 (20,840) 7,950 

財務活動からの 

キャッシュ純額 (4,215) 1,942 (533) 9,194 2,979 

現金及び現金同等物 

─期末現在 128,572 109,009 96,357 48,044 21,876 

      

その他       

平均従業員数（注３）      

 
(注１) 2006年会社法第408条(3)に基づき、2007年度、2008年度、2009年度、2010年度及び2011年度について親会社

の損益計算書は表示されていない。 

(注２) 2009年度に売却された事業による税引後利益（売却益を含む）は、2009年度の税引後利益に含まれている。

2009年度より前の当該事業による税引前利益は、税引前利益に含まれている。 

(注３) 従業員数には臨時社員及び派遣職員を含まない。当行の従業員数は不明である。従業員数については、当グ

ループの従業員数を参照のこと。 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket true
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.1000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Remove
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue true
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 150
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 150
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /CreateJDFFile false
  /SyntheticBoldness 1.000000
  /Description <<
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for high quality pre-press printing. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later. These settings require font embedding.)
    /FRA <>
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee575284e8e9ad88d2891cf76845370524d6253537030028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f0030028fd94e9b8bbe7f6e89816c425d4c51655b574f533002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c9069752865bc9ad854c18cea76845370524d521753703002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f300290194e9b8a2d5b9a89816c425d4c51655b57578b3002>
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f30019ad889e350cf5ea6753b50cf3092542b308030d730ea30d730ec30b9537052377528306e00200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [600 600]
  /PageSize [595.276 841.890]
>> setpagedevice




